
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

6401

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

予算を現状より増やし、
より多数の研究機関が
利用できるようにすべき
である。

この施策をやることによ
り、トップの意識が変わ
り、研究環境が格段と
改善される。それにより
女性だけでなく若い男
性研究者も成果をあげ
やすい研究環境が整
う。これにより、アカデミ
ック分野に優秀な若い
人材が集まり、日本の
科学技術力が増強され
る。

6402

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

次世代シークエンサー
の登場により、個人ゲノ
ム時代は現実のものと
なりました。「オーダーメ
イド医療の実現プログラ
ム」における個人ゲノム
情報に基づいた個別化
医療の推進は疑いよう
もないトップ・プライオリ
ティの研究と考えます。
しかしながら、本研究か
らゲノムコホートへの展
開を考えると、個人ゲノ
ムのデータ解析を行う
情報工学者、（遺伝）統
計学者の養成も考慮に
入れなければなりませ
ん。

個人ゲノムのデータ解
析を行っている研究者
は、それほど多くはあり
ません。また、ゲノムコ
ホート研究においては、
遺伝統計学が必須の学
問でありますが、日本
の教育機関における遺
伝統計学の人材養成キ
ャパシティは驚くべき少
なさです。個別化医療
に向けて、個人ゲノム
の膨大な情報を取り扱
えるITインフラの整備と
個人ゲノムの情報を解
析しトランスレーショナ
ルメディシンを推進でき
る情報工学者の育成は
必要不可欠です。

6403

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。 

●体制およびテーマの
優先度の見直し 
本テーマは、これまで我
が国に技術の優位性が
あったが、現在は韓国
の技術が追いつき近い

●理由 
・プロジェクトリーダーは
企業から 
 コストの考え方は材料
制御だけではない。性
能向上＆コストダウン
＆安全性を追求する非
常に厳しい制約の中、
大学教授のセンスで良
いのだろうか？  
・集中研体制 
 技術の向上は民間企
業が競争意識を持ち始
めて迅速化・向上すると
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6404
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27119

革新型蓄電
池先端科学
基礎研究事
業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

将来は半導体分野と同
じ轍を踏むことが懸念さ
れる。 
しかしながら、今後産業
の核となる重要なテー
マであるため是非実施
体制を見直していただ
き有益な効果期待し以
下改善点を上げる。 
＜改善点＞ 
 ・プロジェクトリーダー
が大学教授である点 
 ・集中研の形式 
 ・テーマの優先順位 
現体制は良い意味で日
本的、でも国際競争力
に対しては疑問。 

考える。また、企業から
人を出すデメリットは大
きく、本当のエース級を
出すとは考えにくい。半
導体を初めとする集中
研形式の失敗例から学
ぶべきである。 
・テーマ 
 技術の肝になる性能
向上・コストに関わる技
術はテーマは企業から
流出しないと思われる。
 またここで開発された
新たな材料・技術特許
は出す側も使う側も真
の意味では難しいと思
われる。但し、本テーマ
の普及を促進させるた
めの自動車インターフェ
ース関係、安全に関し
ては世界に先駆けイニ
シアチブを取れる様、こ
の様な集中研で力を入
れるべきと考える。 

6405

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24161
ITER計画等
の推進

その他

国際公約なのでひくに
ひけなくなっていると思
いますが、この延長に
エネルギー資源供給に
役立つ技術があるとい
う幻想を捨てて、基礎科
学研究事業として取り
組むべきだと思います。
また、この実験装置自
体が、核融合生成物、
反応せずに残った燃料
物質、装置材料と生成
物との反応によってでき
た物質など、放射性の
点でも化学的性質の点
でもさまざまな性質をも
つ混合物を生成し、しか
もその温度・圧力などの
条件を予測することは
困難です。この物質を
どう処分するのか、また
装置の故障などによっ
て意図せずに環境に出
てしまった場合の対策
はどうするのか、技術ア
セスメント・環境アセスメ
ントに多くの人間時間を
さくことが、仮にも装置
を実際に運転するなら
ばその前にぜひ必要で
す。

わたしは地上での核融
合が人間社会に役立つ
エネルギーになりうるこ
とを原理的に疑うもので
はありません。しかし、
どんな固体も耐えられ
ないような高温のプラズ
マを磁力によって固体
に接触しないように維
持するような技術は、実
験としては可能であって
も、人間社会が頼る基
盤になりうるとは考えが
たいです。組成が変化
しないプラズマを維持す
るだけでもむずかしい
のに、ここで扱わなけれ
ばならないのは核反応
によって性質を変えて
いくプラズマなのです。
生成物は、燃料となるト
リチウムが残るだろうこ
とや、装置材料が放射
性を帯びることを考える
と、核分裂の場合に比
べて相対的にはましだ
としても、同様な核廃物
として深刻に対策を考
える必要があると思い
ます。

経済 重質油高度 このまま 石油の全ての輸入して
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6406
民間
企業

40～
49歳

産業
省 27023

対応処理技
術開発

推進す
べき

石油の有効利用を進め
るためにも重要である。

いる状況では、重質油
でも処理できる技術開
発は必要と考えられる。

6407

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24135

最先端研究
開発戦略的
強化費補助
金

このまま
推進す
べき

22年度に開始した事業
であり、内閣府科学技
術政策担当及び総合科
学技術会議有識者議員
の会合（調整会議）にお
いて政治主導で決定し
たものは着実に実施す
べきである。 

 科学技術における新
たな政策決定方法であ
り、そのPDCAサイクル
を検証するためにも推
進すべき。 

6408
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24187

産学イノベー
ション加速事
業【戦略的イ
ノベーション
創出推進】

このまま
推進す
べき

本事業の予算を増や
し、強化して欲しい。

産学官連携の成果拡大
を図るためには、複数
の大学や研究者が協力
して、多面的・重層的な
研究を行うことが重要。

6409

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

世界最大規模の陽子加
速器で，ニュートリノの
世代構造の謎を探る実
験に代表される多数の
基礎科学プログラムに
加え，中性子などの産
業・物性研究への利
用，核廃棄物処理の基
礎研究など，非常に多
岐にわたった応用が考
えられている。その科学
的波及効果は非常に大
きい。このまま推進すべ
きである。

加速器は建築物などと
異なり，運用，改良によ
り大幅な性能向上が見
込める。継続的な計画
推進により所期の計画
を上回るパフォーマンス
まで持っていくことが重
要である。

6410

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。

学等の研究費が減少す
るなかで、公的な研究
資金による研究支援は
必要である。

6411

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
基礎研究を推進する上
で大変重要である。多く
の見識者が出張してい
るように、日本という国
の生命線は科学技術力
であり、今後我が国が
世界をリードするには科
学技術の基盤を増強し
なくてはならない。基盤
研究を支える科学研究
費補助金は、常に重点
的に施行すべきであ
る。

基礎研究は利益に直結
しないことから、産業界
からの研究支援を得る
ことが一般に困難であ
る。従って、目先の利益
だけに囚われない視点
が不可欠であり、国策と
して推進しなければなら
ないと考えられる。

資源の少ない日本は、
高度先端技術や大規模
インフラ構築技術を他
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6412
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20113

ワイヤレスネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

ワイヤレスネットワーク
技術分野は今後さらな
る高度技術化が予想さ
れ、市場も大きく拡大す
る事は決定的です。 
この市場を海外技術に
頼る事は国益を大きく
損なう事になります。 
他国をリードする技術を
確立する為、この研究
開発は大きな予算を組
むべきだと考えます。

国に先駆けて開発し、
高度先端技術やインフ
ラ構築技術の輸出で国
益を確保する事が大切
であると考えます。 
このまま技術開発費用
の削減を進めていけ
ば、日本は商売道具を
無くす事になります。民
間企業の体力も限界が
あり、中小企業に至って
はその分野に進む事も
できません。国益の為
に予算を考慮すべきと
考えます。

6413

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24001

大学発グリー
ン・イノベー
ション創出事
業

このまま
推進す
べき

大学発グリーン・イノベ
ーション創出事業の中
でも「グリーン・ネットワ
ーク・オブ・エクセレン
ス」事業が特に良い提
案だと思う。

日本は個々の研究規模
が欧米に比べ小さいた
め、相互協力せねば太
刀打ちは不可能であ
る。「グリーン・ネットワ
ーク・オブ・エクセレン
ス」事業は大学・研究機
関間のネットワークづく
りと強化を支援するとい
う点が良いと思う。特に
研究者間のネットワーク
が強く、すでにコミュニ
ティがある領域に積極
的に支援することで、一
部の研究者のみが恩恵
を受けることなく、その
領域全体がさらに活性
化される。

6414

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

今後の我が国の電子産
業にとって、もっとも重
要な技術分野の一つと
思われる。新たな電子
産業を開拓するとの期
待感が高い。

ものづくりに技術力を有
する我が国にとって、経
済活性化の重要産業分
野である電子産業の国
際競争力強化をもたら
す製造技術革新は極め
て重要。

6415
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20002

グローバル
展開型通信
衛星技術開
発事業

このまま
推進す
べき

積極的に予算を投入し
て推進すべきです。とく
に、可変型衛星など、
衛星をより高度化して
いくための新技術に対
する研究開発投資を積
極的に行っていくべきで
す。また宇宙開発計画
に乗せて衛星開発・打
ち上げの予算を確保し
ていくべきです。

宇宙通信技術は、産
業・技術のすそ野が広
いとともに、ナショナル
セキュリティの観点から
も重要分野であるた
め、技術先進国である
日本が国として維持し、
世界をリードすべき技
術分野です。また、宇宙
実証されない宇宙技術
は何の意味も持たない
ため、衛星開発・打ち上
げまで国として行うこと
が絶対必要です。

大学・ はばひろい分野に利用
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6416

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
(J-PARC)

このまま
推進す
べき

科学技術立国をうたう
日本のなかで、世界の
トップをいく研究施設と
して建設されたばかりで
あり、このまま推進すべ
きである。 
 

できる施設であり、かつ
世界のトップをいく施設
であり、分野融合など新
しい科学の創設が期待
でき、かつ国際的にも
注目されており、国際的
な貢献が期待できる。

6417

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

我が国が誇る世界最先
端の国際的に開かれた
研究所であり、その存
在意義は非常に高い。

少子高齢化が進む我が
国において、グローバリ
ゼーションは必要不可
欠であり、WPIは我が国
でもっとも国際的な研究
所である。

6418

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

日本が世界に誇る、Bフ
ァクトリー加速器の高度
化によって、21世紀の
物理学、新しい物理法
則の探索、その確立に
挑むことは科学技術立
国を標榜する日本とし
て、推進するに値する
事業だと思う。

これまで、Bファクトリー
加速器による実験結果
からは、世界初の発見
をいくつも含む、トップレ
ベルの成果が多数得ら
れている。またその過
程で将来の日本の高エ
ネルギー物理を背負
う、多くの人材も輩出で
きた。世界第一級の研
究施設と認められてい
るBファクトリーのさらな
るレベルアップによる新
発見への挑戦を期待し
たい。

6419
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 地域イノベーションシ
ステム整備事業につい
て、当地域においても
産学官の連携等により
イノベーション創出の成
果を徐々に挙げていま
すが、今後ともさらに研
究開発や事業化に向け
ての取組みが必要な状
況にあります。 
 そうした中、本事業
は、新成長戦略を踏ま
えた新事業であり、実
現を期待しています。 
 しかし、新事業の内容
は、詳細はまだ十分に
分からないのですが、
概算要求の支援メニュ
ーを見た限り研究費が
盛り込まれてないので
はないかと思います。
事業の成果を上げるた
めにこれら支援メニュー
に加え研究費の計上が
是非必要と考えます。

 イノベーションの創出
に向け産学官が取り組
むに当り、「産官」には、
厳しい中でも一定の資
金の準備が出来ます
が、「学」である大学の
先生方には事業のテー
マに沿った研究費が不
足しています。 
 研究に当たり、研究機
器については大学で整
備した機器を利用する
ことは出来ますが、例え
ば研究補助員の人件費
や各種試薬類やマウ
ス･ラット等研究消耗品
の購入費等がなけれ
ば、全く研究が出来な
い状況になります。 
 こうした状況をご賢察
頂き、研究費への配慮
を是非お願い致します。

３０GHzを超える領域で
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6420
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20118

未利用周波
数帯への無
線システムの
移行促進に
向けた基盤
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

本施策は、周波数資源
確保という理念に基づく
先進的な技術開発であ
り、更に優遇されるべき
内容である。 

１Gbps越えの無線通信
環境を提供するという
考え方は、非常に本質
的であり意義深い。特
に４０GHｚ帯にある３９．
５GHｚ～４１．０GHｚとい
う領域を活用し１Gbpsク
ラスの１Km級無線通信
路を５CH x 2（V/H偏
波）以上提供しようとい
った他国にみない独創
的なプランに対して、本
施策は有効な高能率・
高安定伝送技術の基礎
を担っている。昨今、周
波数管理のルーズな７
０/８０GHz帯で、帯域の
広さに任せた単純変調
による１Gbpsシステムと
いったものが５GHｚ以上
もの無線帯域を占有し
ながら運用されるている
事例もあるが、資源を
稠密に無駄なく活用す
る姿こそ、本来優先す
べきである。

6421
官公
庁

40～
49歳

経済
産業
省

27105
戦略的基盤
技術高度化
支援事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

セラミックス、紙、食品、
医薬品など、特定技術
分野の拡充を図り、
様々な業種に対して支
援してほしい。

現状、機械金属、情報
通信など支援対象業種
が限られるため、セラミ
ックス、木工、紙など既
存産業の技術革新意欲
が減退している。

6422

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

 科学技術立国日本の
将来を担う優秀な若手
研究者を育成するため
に、極めて大事な政策
であり、積極的に推進
するべきと思います。 
 現在進行中の科振費
「若手研究者の自立的
研究環境整備促進事
業」及びその後継のテ
ニュアトラック普及・定
着事業により進めてい
るテニュア・トラック制度
は，単なる「若手研究育
成」ではなく，日本の大
学の教員人事制度の抜
本的 改革を目指すもの
で，日本の先端研究及
び大学・大学院教育の
質の向上に直結するも

 資源のない日本はこ
れまでもこれからも科学
技術立国として生きて
いくしかないというのは
国民の共通認識だと思
います。日本の将来を
支える科学技術予算
は、日本の未来への投
資として必要不可欠で
す。数年後の科学技術
立国としての成長を考
えた場合、特に、若手
研究者育成の予算は増
額し積極的に推進する
べきと思います。 
 私は現在テニュアトラ
ック助教として研究して
おりますが、若いうちに
独立した研究室を持
ち、自由な発想で研究
を進めていける環境を
得ることができ、活き活
きと充実した研究生活
を送っています。 
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ので，非常に効果的な
投資となりうると考えら
れます。 

ぜひ、後輩の若者たち
がいきいきと研究して、
科学技術立国としての
発展につながるように、
このテニュアトラック制
度を積極的に進めて頂
きたいと思います。

6423

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

若手研究者を支援する
ことによりこの国の科学
技術研究をさらに高度
にして、国際的な地位を
確立してほしい

中国､韓国､インドなど
の状況を見ると、科学
技術立国としての日本
の地位は危うい。

6424

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助金

このまま
推進す
べき

理科は生徒が実際に体
験しながら学ぶことがで
きる教科だと思っていま
す。実験を通して興味
関心を高め科学的な思
考や表現力、判断力を
養うことができますの
で、ぜひ推進してくださ
い。

同上

6425

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

厚生
労働
省

25108
感染症対策
総合研究

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

感染症対策の重要性
は、昨年の新型インフ
ルエンザ、今年の口蹄
疫など個々の事例から
も明らかです。その予
防や感染拡大を阻止す
る方策・社会基盤を確
立する重要性について
は、なんら異論はないと
思います。しかしなが
ら、これまでのような生
物学的な感染症対策に
加えて、情報マネージメ
ントやシミュレーションな
どの情報工学的アプロ
ーチを合わせて考察す
ることがこれからは必要
であると考えます。

日本の感染症対策にお
いては、感染症の生物
学的特性解明に重きが
置かれ、欧米において
研究が急速に進んでお
り、実用されている感染
症拡大の数理的研究や
スーパーコンピュータを
用いた大規模シミュレ
ーションによる感染拡大
防止策の有効性評価は
十分に発展していると
は言えません。このよう
なアプローチは、感染
症対策の有効性に対し
て科学的エビデンスの
一端を与えると考えま
す。感染症対策に情報
工学を融合することは
急務です。

6426

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

Spring-8 を、さらなる財
政的・人的資源を投入
して積極的に進めるべ
きである

放射光の性能が世界ト
ップクラスであり、その
応用分野は基礎研究か
ら産業界まで実に広範
な領域にわたる。従っ
て、この施策の推進は
日本の国益を守り増進
することにつながる。

エネルギー輸入国の我
が国にとっては、消費

とにかく、日本には、資
源が恵まれていない。
従って、科学技術の開
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6427
その
他

60歳
～

経済
産業
省

27018

次世代照明
等の実現に
向けた窒化
物半導体等
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

電力の少ないエコ型の
次世代照明等にかんす
る、窒化物半導体等基
盤技術開発はもっとも
早い時期に実現させた
いものである。この開発
の実現によって、日本
ばかりでなく、世界に貢
献することは、日本にと
って、重要な役割と思
う。

発を進め、その実績で、
世界に貢献することが、
日本の生きる道ではな
いかと，常に考えてい
る。特に照明は人間の
毎日の暮らしと非常に
密接であり、従って、消
費電力も大きいもので
ある。だからこそ、次世
代照明等の技術開発は
早期に実現させたいと
願っている。

6428
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20119

地上／衛星
共用携帯電
話システム技
術の研究開
発

このまま
推進す
べき

積極的に予算を投入し
て推進すべきです。ま
た、宇宙開発計画に乗
せて衛星開発・打ち上
げの予算を確保していく
べきです。

宇宙通信技術は、産
業・技術のすそ野が広
いとともに、ナショナル
セキュリティの観点から
も重要分野です。この
宇宙通信技術をさらに
国民に身近なものにす
るために、本研究開発
を進めるべきです。その
要素技術の１つである
大型アンテナ展開技術
は、高精細環境計測や
ナショナルセキュリティ
のための各種情報収集
システム構築にもつな
がる最重要技術であ
り、日本として何として
もモノにしておかなけれ
ばならない技術です。な
お宇宙実証されなけれ
ば宇宙技術は何の意味
も持ちません。

6429
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

毎年花粉症で苦しんで
います。 
インフルエンザワクチン
の開発と同じように花粉
症ワクチンも早く開発し
てもらいたいです。

友人に誘われて理化学
研究所の一般公開に行
きました。 
そこで花粉症ワクチン
の研究開発が行われて
いることを知り、花粉症
患者の1人として是非と
も花粉症ワクチン開発
の研究をもっと推進して
いただきたいと思いまし
た。 
よろしくお願いします。

6430
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

施策内容について特に
異論はありません。

印刷エレクトロニクスに
使用するインク材料関
連技術は国内メーカー
に優位性があると思わ
れます。競争力強化と
早期事業化達成にむけ
て推進すべきと考えま
す。

周波数有効
利用に資す

軌道上の衛星配備スペ
ース（軌道位置）の枯渇
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6431
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20005

る次世代宇
宙通信技術
の研究開発
（動的偏波・
周波数制御
による衛星通
信の大容量
化技術の研
究開発）

このまま
推進す
べき

外洋船舶等へのブロー
ドバンドサービス提供に
向けた今後の必須技術
と予想されるため、是非
とも推進すべきと考えま
す。

が懸念されている昨
今、既存の衛星トランス
ポンダの空き帯域を有
効に活用する技術の研
究開発であることから、
周波数資源活用の観点
からも推進すべき技術
であると考えられるた
め。

6432

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

核融合エネルギー実現
にはまだまだ遠いが、
国際協力により地道に
推進していくことが地球
的な観点で必要であ
り、その中で日本がしっ
かりとプレゼンスを保つ
ことは長期的な国益に
適うと考えられる。

世界が一致して進める
計画に後れを取っては
いけない。むしろリード
していくようでなければ
ならない。

6433

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24150
理科支援員
配置事業

このまま
推進す
べき

理科は生徒が実際に体
験しながら学ぶことがで
きる教科だと思っていま
す。実験を通して興味
関心を高め科学的な思
考や表現力、判断力を
養うことができますの
で、ぜひ推進してくださ
い。

同上

6434
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20117

移動通信シ
ステムにおけ
る周波数の
高度利用に
向けた要素
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

非常に重要な研究です
のでこのまま推進すべ
きだと考えます。

移動体通信分野は携帯
電話の普及、企業活動
等での利用拡大等で電
波資源が不足がちで
す。 限られた公共財で
ある電波資源の有効利
用は必要不可欠な要素
と考えます。

6435

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

この施策は継続的に推
進すべきである。 
ライフ・イノベーションを
推進するためのライフ
サイエンス関連基礎研
究にとって、研究材料と
しての「リソース」は無く
てはならない。体系的、
戦略的に収集され、高
い質を保ったリソースを
駆使してこそ、世界に誇
る先進的な研究成果を
得ることができる。 
2期にわたるプロジェク
トの推進により、国際的
にも尊敬される事業とし
ての大枠が成立した。
柔軟な種々の見直しも

これまで投資された
種々の基礎研究費によ
り生産された有用なリソ
ースを収集維持し、広く
研究コミュニティに提供
することが基礎研究の
底上げに「効率的」であ
る。 
例えば国立遺伝学研究
所のショウジョウバエ変
異体ライブラリは、民間
資金や科研費等の競争
資金を10億円費やして
作成された。NBRPによ
り維持された変異体は
これまでに85億円「相
当」が研究コミュニティ
に提供されている。それ
らにより、引用度数の高
い研究論文がすでに
110報以上生産されて
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行われており、継続性
こそが求められている。 

いる。資金の先細りによ
り、このようなパフォー
マンスの高いリソースの
消滅が危惧される。 

6436

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

物質科学の基礎である
先端加速器による研究
を是非進めてほしい。

この加速器は世界最高
の性能をもち、この施策
を進めることによりわが
国における物質科学全
般の研究において確実
に世界のトップに立てる
ことができる。この世界
最高の施設で研究を行
うことは基礎科学の若
手研究者育成にとって
きわめて有効である。 

6437
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20118

未利用周波
数帯への無
線システムの
移行促進に
向けた基盤
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

無線通信帯域を広く確
保するというのは、自然
の摂理・道理にかなっ
た考え方であり、これを
固有の先進技術で独自
に切り開いて行くという
態度は極めて健全。躊
躇せず進めるべき。

韓国・中国に代表され
る見掛優先/実態貧弱
なブロードバンド環境
が、昨今通信分野の報
告に於いても目立つ状
況ではあるが、実生活
中で肥大化傾向にある
コンテンツを鑑みた場
合、必要とされるのブロ
ードバンドとは、彼らの
環境～数十Mbpsでは
全く不足であり、実際に
は～数百Mbpsといった
一桁上の水準となる。こ
の意味で無線によるア
クセスのスケールもこれ
に追従すべきものであ
って、その為の先進技
術開拓は、極めて重要
である。

6438
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

ネットワークトラヒック急
増によるネットワーク機
器の電力消費量削減は
急務。

ネットワーク機器の主要
LSIは日本の優位技術。

6439

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費は拡充すべ
きである

科学研究はその成果が
社会に還元されるまで、
時間がかかるものであ
り、またすべてが還元さ
れるものとは限らない。
研究によってどのような
利益が得られるかは予
測できるものではなく、
また予測できるような研
究からは大きな利益は
得られない。たとえば、
数学の数論はほぼ実利
のない学問と見られて
いたが、現在はWEBに
おける暗号化に不可欠
なものとなっている。科
学振興策はその研究に
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よって何が得られるかと
は異なる次元で考えら
れるべきである。

6440

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24151

サイエンス・
パートナーシ
ップ・プロジェ
クト

このまま
推進す
べき

理科は生徒が実際に体
験しながら学ぶことがで
きる教科だと思っていま
す。実験を通して興味
関心を高め科学的な思
考や表現力、判断力を
養うことができますの
で、ぜひ推進してくださ
い。

同上

6441

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

海外の大学に比べて，
博士課程学生への経済
的支援が立ち後れてい
る現状から見ると，優れ
た研究者養成の観点か
ら是非必要である。

このシステムにより，博
士課程への進学率が上
がり，学生の研究意欲
の向上につながってい
る。

6442

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

私は学生研究員をして
いるものです。特別研
究員事業は今後の我が
国の科学技術の発展・
若手育成の上で大変意
義ある事業であると思
います。是非とも今後と
も継続、もしくは拡張を
していただいて、科学技
術大国として国際社会
での地位を確固たるも
のにしていただきたいと
思います。また、私もそ
うなるように日々邁進し
ていく所存でございま
す。

学生の研究員にとっ
て、一番集中して研究
できる状態は、研究以
外のことに気を取られ
ないことだと思います。
そのためには、やはり
日々の生活を安定が必
須であり、特別研究員と
しての給与は非常にあ
りがたいことだと思いま
す。

6443

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金を存
続あるいは拡充してほ
しい。 
研究者が独自の発想に
もとづく実験・理論など
の科学研究を推進 
するために不可欠で
す。

現在の研究所・大学な
どでは、一定の成功を
目指す、ミッション 
オリエンテッドな研究が
どうしても主要なテーマ
になってしまいます。 
そのため、新しい発想
に基づく（必ずしも成功
を約束されていない）研
究 
がしにくくなっています。
こうした研究は、リスク
がある一方、将来 
新しい研究分野を切り
開く可能性があります。
そのためには、科研費
のような 
ボトムアップの研究費
の仕組みで支援してい
ただくことが不可欠だか

11



らです。

6444

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

厚生
労働
省

25106

生活習慣病・
難治性疾患
克服総合研
究（４）難治
性疾患克服
研究 難病・
がん等の疾
患分野の医
療の実用化
研究の一部
（難病関連研
究分野）（仮
称）

このまま
推進す
べき

「中枢性尿崩症（CDI）
の会」として、患者総意
の意見を述べさせて頂
きます。難病対策の継
続と、「間脳下垂体機能
障害」の調査研究の継
続を強く望みます。なぜ
なら、難病対策という制
度のおかげで、研究者
は、間脳下垂体機能障
害をはじめとした数多く
の難病の良質な研究を
続けてこられました。そ
の研究成果を、私達患
者は高く評価し、心から
感謝しております。難病
は解明されていない部
分が多く、長い年月を
かけた研究、追跡調査
等が必要不可欠です。
どうか、私達難病患者
の「希望」を絶たないで
下さい。よろしくお願い
いたします。 

「間脳下垂体機能障害」
は、患者数が少ない希
少難病で、他の下垂体
疾患も併発しやすく、合
併症も引き起こしやす
いため、総合的な研究
が必要です。また、採算
面や、認知度が低い等
の問題で、民間での研
究は難しいと思われま
す。研究費の削減に伴
い、研究者の減少や、
これまでの研究成果の
集積が無駄になってし
まわないか不安です。
今後も、是非、積極的な
研究を進めて頂き、少し
でも患者の身体的、精
神的な負担が軽減さ
れ、また、研究の成果
により医療費の削減に
も繋がるよう、引き続
き、高度で先進的な研
究が継続されることを、
患者一同、強く強く望み
ます。

6445

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

たいへん重要。２３年度
は基盤研究 (C) を拡充
し採択率の向上を図る
としているのも、方向と
して正しいものであって
歓迎できる。個人研究
には少額の（年２０～５
０万円程度の）研究費
補助金でよいので、研
究課題が或る程度の標
準的な基準をみたす研
究計画には万遍なく支
給される程度まで採択
基準を工夫し、必要なら
ば各研究計画への交付
額を申請額から大幅に
減額することがあっても
「採択率」を飛躍的に向
上する方がよい。また６
千人以上の審査員によ
るピアレビューと言って

主として個人研究を支
援する基盤研究 (C) の
採択率は、今まで必ず
しも十分高いとは言え
なかった。どんなに研究
課題が重要なものであ
っても（それは勿論個人
の判断によるものだが）
過去に１～２年でも目立
った成果が出ていない
研究計画の総合評価は
低くなり、なかなか採用
されにくくなる。基盤研
究 (B) 以上の研究計画
が毎年不断に採択され
ているような有力な研
究グループに属してい
ない限り、基盤研究 (C) 
で研究計画が採択され
ない場合、特別な研究
費の支給されない公立
研究機関に所属する研
究者は何年にも亘り研
究資金を私費で賄うこと
になり、生活上もそれな
りの負担になっている。
大きなプロジェクトに因
るだけではなく、上のよ
うな状況に置かれても

12



等） も、実際には各研究計
画について３人の審査
員が行なう第１段審査
で評価が定まり、その
審査員も格別広い知見
を備えているという訳で
もないごく一般の研究
者から広く選ばれてい
ることから、審査結果に
偏りが見られることがあ
る。これも改善してもら
いたい点だが、採択率
を飛躍的に上げること
で自然と改善できると思
われる。

研究意欲を維持し個人
研究を続ける研究者た
ちによって、今日の日本
の学術研究のレベルは
維持されている。このよ
うな研究者たちにとっ
て、年２０～５０万円程
度でも研究費が支給さ
れることは極めて有り
難いことで、研究の励
みにもなることを御理解
いただき、基盤研究 (C) 
の採択率を高めていっ
て欲しい。一方、基盤研
究 (B) について、有力
なグループの仲間内の
定例の研究計画である
ことが（研究計画の課
題内容の具体的な重要
性以上に）判断基準の
ひとつとして重要視され
やすい傾向があること
も今後の改善点として
指摘したい。

6446
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

日本が国際競争力を強
化し、主導権を確保す
るためにも推進すべき
です。

光エッジノードは通信の
重要な設備であり、今
後の通信需要の爆発的
な増大に対する消費電
力の抑制にも貢献でき
ると考えるためです。

6447

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177 J-PARC
このまま
推進す
べき

J-PARC,RIBF,SPring-8
について、これまでの計
画・推進をそのまま続け
てほしい。２年前の日本
におけるノーベル賞フィ
ーバーは、物理学賞に
おいてはすべて理論分
野であったが、上記計
画等は実験面において
も日本が優れた業績を
挙げることが大いに期
待される。

J-PARCにおいては、こ
れまで理論・実験両面
において日本が大きく
貢献しているハイパー
核・ハドロン物理のさら
なる成果が大いに期待
できる。常に世界中の
研究者からその動向が
注目を浴びている現状
を考えるに、これは日本
だけでなく人類の進歩
の面からも推進が切望
される。

6448

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

予算を増加し、多くの若
手研究者に研究機会を
与えるべき。

研究機関以外の就職場
所が少ない状況下で、
任期付の職しかないた
め、若い人材の博士進
学離れが進んでいる。
若手研究者に研究機会
を十分与え，その後定
年制職員になれるパス
を進めなければ、アカデ
ミック分野で今後ますま
す若い人材が減少して
いくであろう。日本の科
学技術力を増強するた
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めにはこの施策が必要
である。

6449

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金の充
実は、科学・技術発展
の基礎代謝的役割から
必要不可欠であろう。
特に、高額な研究費で
はないが多くの研究者
の基礎的研究を支えて
いる基盤研究（C）、若
手研究者を支える若手
研究（B）の拡充は高く
評価しています。しかし
ながら、大きく飛躍する
ことが期待される若い
研究者を対象にした若
手研究（S）の廃止につ
いてはご再考願いたい
と思います。

研究者にも若手から独
立した研究者へという
成長が必要です。既存
概念にとらわれず、自
由な発想をもって新た
な研究にチャレンジする
ことのできる環境が大き
な飛躍のきっかけにな
ることも多いかと思いま
す。若手研究（S）のよう
な、若手研究者が独立
して研究を行うに十分
な資金を持って若手研
究者をサポートするよう
な研究種目は大きなチ
ャレンジを生むと思って
います。

6450

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

必要な施策だと思いま
す．今後も続けてくださ
い．

ポストの少ない若手研
究者にとって，必要な施
策です．

6451

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24152

スーパーサイ
エンスハイス
クール支援
事業

このまま
推進す
べき

理科は生徒が実際に体
験しながら学ぶことがで
きる教科だと思っていま
す。実験を通して興味
関心を高め科学的な思
考や表現力、判断力を
養うことができますの
で、ぜひ推進してくださ
い。

同上

6452
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

現在ネットワークが抱え
るエネルギー消費等の
問題を抜本的に解決す
るには、現在脚光を浴
びているクラウド技術や
100Gbps光技術を駆使
したテストベッド構築は
重要である。また、提案
されたテストベッドにお
いて、それを利用したア
プリケーションとの連携
を意識したトライアルを
行い新しいネットワーク
の有用性をそれを利用
するかたにわかりやすく
提示することが重要で
ある。 

最先端技術を用いたテ
ストベッド構築が今後の
通信ネットワークの目指
す方向を決める上で大
変重要であり、またその
テストベッドを用い具体
的なアプリケーションを
先行的に実施・評価し
わかりやすく提示するこ
とで、本研究の成果を
広く多くの国民に理解さ
れ通信ネットワークの高
度化が加速化し、結果
としてエネルギー消費
問題の早期解決につな
がると考える。 

グループホームや特別
スプリングクラーや緊急
通報システムの設置な
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6453
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20010

多様化する
火災に対す
る安全確保
に関する研
究

このまま
推進す
べき

養護老人ホーム、病院
などには、火災発生時
一人で避難できない人
が多く入所している。火
災を消防に伝えるだけ
でなく、逃げ遅れている
人がどこにいるの等を
速やかに伝達できる通
信技術や安全に救出で
きるための火災現場の
温度計測手法の開発は
重要と考える。

ど防災対策はもちろん
行っている。しかし、特
に夜間グループホーム
や特別養護老人ホーム
等で火災が発生した場
合、勤務者だけで避難
させることが困難なこと
は明白である。消防所
員が現場到着前に、逃
げ遅れ者や火災現場の
温度情報を通信で把握
できれば、高齢者や消
防署員の安心・安全に
つながると考える。

6454

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

私は博士課程の学生
で、科学研究費補助金
はぜひこのまま推進す
べきだと考えています。

私は科学研究補助金に
よって運営されている日
米韓露の共同実験の一
員です。観測装置がア
メリカユタ州にあり、出
張費用や建設装置のメ
ンテナンスを行う上で科
学研究補助金は必要不
可欠です。日本が科学
先進国であり続け、科
学分野で世界をリードし
ていく上で科学研究補
助金は必要だと考えて
います。

6455

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
ス事業は日本の生物学
研究に必要欠くべから
ざるものであり、存続さ
せてもらいたいと思いま
す。

この事業のおかげで多
くの重要な研究資料を
安価で迅速に入手でき
るようになりました。ま
た、これらの生物種を輸
入するのには著しく煩
雑な法律上の手続きを
行う必要があるので、
国内にこの種の事業が
存在する意義は極めて
大きいと思います。

6456

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。 

大学・
公的

「科研費」は日本の科学
研究を支える最重要・
基本の施策である。提
案・審査・実施のすべて
の面において、体制が
確立している。特に細
目ごとに行われるピア
レビューは信頼を獲得
している。日本の科学

科学研究は個々のテー
マ毎にみると効率が低
いが、イノベーションを
生むため必要不可欠で
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6457

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

振興のため着実な推進
を望んでいる。改善とし
ては、最近の「何とかイ
ノベーション」プログラム
の全てを、科研費に統
合することを提案した
い。それによって、一層
広範な領域で研究を活
性化できる。科学アウト
プットも応用成果も「何
とかイノベーション」で下
手な狙いを付けるより
はるかに高いと思う。

あり、人材育成にも効
果が高い。科学研究の
推進こそは国家が支え
るべきものである。日本
は全ての研究分野をか
かえる科学大国であ
る。科研費はこの原動
力として今後とも重要で
ありつづける。

6458

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24141
 特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

大学院博士課程修了後
に研究者を目指す者に
とって、キャリアパスの
一つであり、同制度の
充実は必要である。 
また，若手研究者の支
援制度として重要なも
のであるが、DC,PDの
支援人数については我
が国の実情を調査して
いくべき。 
○ さらに，大学等で学
ぶ者や研究者を志望す
る者を支援する制度
が、貸与型の制度が多
くなるなかで、給付型の
制度として維持・拡充す
べき。 

 将来、我が国を支える
研究者集団を継続的に
養成するために必要な
施策であるとともに，特
別研究員事業について
は人材育成制度である
ため、その成果は１0年
ほどのスパンで検証す
べきである。 

6459
その
他

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光ｴｯ
ｼﾞノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

光通信産業は、日本の
基幹産業として最も重
要です。光通信産業に
力を注ぐことこそ将来的
な雇用対策にもなりま
す。日本を支える成長
産業だと考えます。です
から、光通信産業の研
究開発を強力に推進す
べきであり、ますます国
として力を入れる分野
だと考えます。

光通信産業はすべての
産業の基盤となるもの
だからです。光通信産
業は、これからの２１世
紀の日本でもっとも成
長が見込める重要な産
業だからです。

大学・
公的
研究
機関 40～ 文部

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ このまま

本プロジェクトは、教育
に特化した特色のある
プログラムであり、日本
の将来を考える上で、

昨今の、中国を始めと
する新興国の追い上げ
に対抗して、科学立国と
して継続的に反映して
いくことを検討する際
に、もはや国内での競
争でなく、国外、すなわ
ち対外国に対する競争
力の強化が必要であ
る。その様な意味にお
いては、従来の日本式
の方法はもはや通用せ
ず、国際競争力のある
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6460

（独
法・公
設試
等）

49歳 科学
省

24143

ローバル
COEプログラ
ム

推進す
べき

極めて重要で、第一に
存続させるべき重要な
プログラムであると言え
る。

拠点形成を行い、限ら
れた資金を重点的に配
分する以外に方法はな
い。（さもなくば、日本全
体が地盤沈下する。）と
くに本プロジェクトは、教
育に特化した特色のあ
るプログラムであり、日
本の将来を考える上
で、極めて重要で、第一
に存続させるべき重要
なプログラムであると言
える。

6461

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24153

科学コミュニ
ケーション連
携推進事業
（旧地域の科
学舎推進事
業）

このまま
推進す
べき

理科は生徒が実際に体
験しながら学ぶことがで
きる教科だと思っていま
す。実験を通して興味
関心を高め科学的な思
考や表現力、判断力を
養うことができますの
で、ぜひ推進してくださ
い。

同上

6462

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

わが国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり，予算
規模を拡充すべきであ
る。

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため，応募
しやすい研究資金制度
である。

6463

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

総務
省

20101

最先端のグ
リーンクラウ
ド基盤構築に
向けた研究
開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

経済産業省の 27169 グ
リーンITプロジェクト と
調整し，双方の事業で
同じことをしないように
調整すべき． 
また，総務省と経済産
業省で ICT 関連の研究
開発予算は似たような
ものがいくつも見受けら
れるので，似たような研
究開発のための予算が
２つの事業に対して付
かないよう，調整すべ
き．

省エネのクラウドは，総
務省の 20101 と経済産
業省の 27169 の両方で
掲げられている．目指
すところは異なるかもし
れないが，研究の対象
としては同じと思われる
ので，双方で研究開発
の範囲を議論して分担
し，予算の効率的な利
用を図るべきだと思う．

6464

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

このまま
推進す
べき

海外で若手研究者が経
験をつむことは、日本の
将来の科学技術向上に
必要であると考える。

国内にとどまっているだ
けでは、日々加速する
科学技術の発展につい
ていけないことは明白
であると考える。

上記施策は加速器を用
いた大型実験であっ
て、国内外からたくさん
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6465

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

上記施策に対して優先
的に予算を配分し、この
まま推進すべきです。

の研究者が集まりま
す。これは日本の研究
環境の国際化に非常に
有効です。また、当該施
策の加速器では素粒
子・原子核物理、物質
科学、生命科学等、多
様な研究施設へ世界最
高強度の陽子ビームを
供給できるので、各種
研究分野において世界
最高水準の研究結果を
出すことができます。ゆ
えに、我が国の広範囲
な研究分野に対して最
大級の貢献ができる施
策であると考えます。

6466
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

エレクトロニクス分野は
日本が先行していた分
野だが、近年、生産が
海外に移っただけでな
く、開発まで海外が先行
し始めた。今後、日本の
メーカー単独で進める
開発では、三星グルー
プに負けてしまう懸念が
あるため、一企業の開
発では難しいテーマに
ついては、省庁の援助
を受けて進めたほうが
良い。

プリンテッド・エレクトロ
ニクス技術は、既に１０
年ほど前から期待さ
れ、多くの企業が検討、
評価レベルでは実用化
可能と言われてきた
が、今だ量産、実用化
が出来ていない。また、
弊社海外の子会社でも
新規開発を行っており、
年々その技術は向上し
ているため、従来技術
では日本の優位性を示
すことが難しくなってき
たため

6467
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

今後の日本を支える技
術の一つであり、早急
な確立が必要。

韓国、台湾等への技術
流出により、日本の電
子製品製造基盤が揺ら
いでいる。今後の重要
技術となる本テーマは、
今後、日本が物作り立
国して行く上で欠かせ
ない。

6468

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の感染
症及び熱帯医学研究活
動を支える重要な競争
的資金であり、予算規
模を拡充すべきである。

感染症及び熱帯医学研
究をダイナミックに実施
するにおいて、熱帯地
に研究室を置き研究者
を常駐させることは重要
であるから。

このプロジェクトは、日
欧共同の国際プロジェ
クトとして、日本とヨーロ
ッパが探査機を持ち寄
り、水星という太陽系で
最も重要な意味を持つ
天体のひとつを探査す
るものです. 
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6469

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24170

Bepi 
Colombo(水
星探査プロジ
ェクト）

このまま
推進す
べき

このまま推進する以外
の解はありません。 
日欧共同の国際プロジ
ェクトである本施策は、
既に打ち上げ直前の重
要な局面に入っていま
す。 
現時点でのプロジェクト
の停滞・中止は、国際
社会における日本の科
学技術の信用を失墜さ
せるものです。

この水星探査は、日欧
の協調のもと、我々の
住む地球環境・宇宙環
境が将来どのような姿
になるのかの知見を深
め、これから我々が生
きていく指標を得るため
の、重要なプロジェクト
です。 
しかも、現在このプロジ
ェクトは打ち上げ直前の
重要な局面に入ってい
ます。 
国際舞台における、日
本の科学技術の信用を
これからさらに得ていく
ためには、本施策は絶
対に停滞させてはなら
ないものです。

6470

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24140 RIBF
このまま
推進す
べき

RIBF,J-PARC,SPring-8
について、これまでの計
画・推進をそのまま続け
てほしい。２年前の日本
におけるノーベル賞フィ
ーバーは、物理学賞に
おいてはすべて理論分
野であったが、上記計
画等は実験面において
も日本が優れた業績を
挙げることが大いに期
待される。

RIBFにおいては、これ
まで理論・実験両面に
おいて日本が大きく貢
献している不安定核物
理のさらなる成果が大
いに期待できる。常に
世界中の研究者からそ
の動向が注目を浴びて
いる現状を考えるに、こ
れは日本だけでなく人
類の進歩の面からも推
進が切望される。

6471

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

支援を強く希望します。

子育て中の女性（男性）
は、安心して子どもを生
み育てられる環境が整
っていないため、能力を
発揮できていない人が
多いです。このような研
究者の能力の発揮は、
国の発展のため重要で
す。そのため、本事業
の推進を強く希望しま
す。 

6472

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

新学術領域研究の拡充
や、基金化を是非とも
実現してほしい。

私は国際共同により加
速器を用いた素粒子実
験の研究をしています。
このような研究では、大
型の実験装置を製作す
ることが多く、発注から
納品まで複数年度にま
たがる事も少なくありま
せん。

大学・
公的
研究
機関 40～ 経済

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技 このまま

我が国の素材産業は、
現時点で強い国際競争
力を有しているが、最近
のエレクトロニクス産業
の衰退ぶりから、素材

評価標準の整備開発
は、国際競争力確保な
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6473

（独
法・公
設試
等）

49歳 産業
省

27006

術開発（次世
代グリーンイ
ノベーション
評価基盤技
術開発）

推進す
べき

産業までをも衰退させ
てしまわないかとの危
惧がある。これらを衰退
させない策の導入は極
めて重要と思われる。

ど国家戦略として極め
て重要な位置づけ

6474
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開

このまま
推進す
べき

「はやぶさ」の目的は感
動を得るためではなく、
地球外天体の物質を調
べる事である。それは
資源調査でもあり、隕
石などの地球への脅威
を知る手段でもある。
「HTV-R」も、日本独自
の有人宇宙船を持つと
いう事は、独自の短期
宇宙ステーションを持て
るという事であり、日本
の重要な衛星を修理・
回収する能力にも繋が
るものである。

基本的な技術は世界ト
ップレベルに肩を並べ
つつあるが、その技術
を応用に持っていかな
ければ、開発した技術
は本当に評価されたと
は言えない。他国の技
術に頼らずに独自にで
きて始めて「肩を並べ
た」と言える。

6475

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は特
に大学に於ける研究室
にとって非常に重要で
ある。基本的に研究室
にとって最大の財源で
あり、これが無くなれば
推進中のプロジェクトは
凍結せざるをえない状
況になる。また研究そ
のものが滞るだけでなく
学生にとっては学ぶべ
きことが学べないという
状況に追い込まれ、人
材育成にも大きな影響
を与える。実際に学生
を抱える大学研究室に
は無くてはならないもの
であり、このまま推進し
ていただきたい。

基礎研究が産業と密接
に関わる産学連携がな
され、民間企業との間
で研究財源を確保する
ことが望ましいことは承
知している。しかしなが
ら、基礎研究の多くは
直ぐには企業利益に繋
がらないことが往々にし
てあることもまた事実で
ある。そこで、基礎研究
の推進は人間社会及び
文化の発展であると私
は考え、そのために利
潤に囚われない立場で
ある科学研究費補助金
が必要であると考える。

6476

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。 

大学・
公的
研究
機関 30～ 文部 RIビームファ このまま これまで以上に推進す

世界最高性能を有する
施設であり、すでに50
個近い新しい同位体の
生成にも成功している。
しかもまだ予定していた
性能に達していないに
も関わらず現時点で世
界最高峰の成果をあげ
ている。よってさらに計
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6477

（独
法・公
設試
等）

39歳 科学
省

24140

クトリー計画
の推進

推進す
べき

るべきである。 画推進を行い性能を向
上することによって、よ
り原子核研究が促進さ
れると思われる。逆にこ
の計画を推進しなけれ
ば日本だけでなく世界
的にも原子核研究に対
し大きな損失となってし
まう。

6478

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

現場での効果が表れて
おり、このまま着実に推
進すべきである。

グローバルCOEの博士
課程学生の支援と教育
強化の効果で、国内の
みではなく外国からの
博士課程進学学生も実
際に増加しており、効果
が表れている。彼らの
博士課程教育を完遂す
るためにこのまま推進
すべきである。

6479

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

戦後を境にした我が国
の死亡原因の推移は明
らかに感染症対策が功
を奏した事を示してい
る。しかし一方で、アジ
ア、アフリカ地域では、
感染症対策が急務であ
る状況と考える。感染
症研究と対策の継続
性、人材育成、国際貢
献と、これらの国々に感
染症の研究拠点を設置
する意味は大きく、我が
国へ飛来する新たな病
原微生物による疾病、
再興感染症対策の中核
となるべきプログラムで
あると考える。仕分けの
対象になったというだけ
で、新規雇用が止まる
などの問題も生じてい
ると聞く。やるからには
継続性についての議論
を深めるべきである。

研究拠点を設置し、我
が国の研究者が常駐す
ることにより、現地の臨
床医、研究者との連携
が円滑に進み、研究遂
行の原動力となる。これ
らの連携により、多くの
感染者の医療情報や検
体は、感染症研究の極
めて貴重な研究材料と
なり、その技術の交流
は、新たな感染症研究
を展開できる素地とな
る。こうした環境形成に
は継続性が極めて重要
であり、継続性こそが、
我が国と対象国の人材
育成と国際貢献の鍵で
あると考える。

6480

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

我が国が世界に誇る研
究施設であり、国際的
にも非常に開かれてい
る。今後、ニュートリノ研
究等でノーベル賞を狙
うことも可能であり、より
一層の推進を期待す
る。

我が国においても世界
第1の研究課題であり、
国際的にも多くの人材
がこの実験で日本に流
入してきている。より一
層の発展が望まれる。

この事業は生命現象の
根幹である分子システ
ム集合の解明という、
粘り強く、持続的な努力
が求められる基礎研究 現在、あまり表に出てき
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6481

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

課題と考えられます。こ
の研究は、高度な研究
能力を求められる課題
であると同時に、現在
日本の抱える、諸問
題、特に、健康、老齢
化、介護等の解決に繋
がるものです。この分野
を海外に押さえられてし
まう事は是非避けなけ
ればならないと考えま
す。

ませんが、多くの方々
が認知症、介護等の問
題で大変なストレス下に
あります。是非本課題
の推進と普及によって、
明るい希望の持てる日
本にしていただきたいと
願っております。

6482

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

当該事業による補助金
は日本における学問推
進の根幹となっており、
大いに推進すべきであ
る。

国立大学法人に勤務し
ていますが、部局の共
通経費をさしい引いて
配分される研究室運営
経費はきわめて少ない
現状です。教育・研究の
推進には本補助金が不
可欠な状況にあります。
このような理由から、大
いに推進していただき
たい。

6483
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進

このまま
推進す
べき

国際協力によって、か
つ安価に深宇宙を研究
できる素晴らしい計画で
あり、科学教育の育成
にも大いに貢献するた
め、ぜひ推進してほし
い。

ISSに比べて、効率的に
日本の科学技術をアピ
ールできるうえ、 
ハッブル望遠鏡よりも素
晴らしい成果をあげるこ
とで、停滞した日本の科
学教育に対して国民の
意識を高めることができ
る。 
資源がない我が国にと
って、次世代につなぐ科
学技術の推進は必要不
可欠と考える。

6484

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

経済
産業
省

27173
革新的次世
代石油精製
等技術開発

推進す
べきでは
ない

次世代の石油精製技術
の開発は、国家が推し
進めるべきものなのか
疑問である。石油産業
にとって必要な技術なら
ば、石油関連企業が独
自に研究開発を進める
べきであって、税金によ
って研究を進める必要
はない。また、政府が行
うならば、石油関連企
業を中心として、民間か
らの投資を募るべきで
ある。

次世代の石油精製技術
が、石油産業にとって
必要ならば、石油産業
の責任の下で投資がな
されるべきであり、国家
として資金を投入する
必要はない。研究の重
要性は理解できるが、
民間主導で推し進めら
れるだけのポテンシャ
ルがある研究だと考え
られるため、民間企業
がこれらの研究に積極
的になれるような、税制
上の優遇措置等を行う
に留めるべきと考えら
れる。

大学・
公的 Bファクトリー

世界１の性能を誇る加
速器により、小林・益川
のノーベル賞が後押し 我が国においても世界
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6485

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

された。この計画は、そ
の世界1の加速器の性
能をさらに100倍近く上
げようという壮大な計画
であり、新しい物理発見
の可能性が高い。

第1の研究課題であり、
国際的にも多くの人材
がこの実験で日本に流
入してきている。より一
層の発展が望まれる。

6486

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

このまま推進してほし
い。分野により必要経
費など大きく異なるの
で、きめ細かい対応をし
てほしい。成果について
もよくまとめてほしい。

研究費については研究
分野・環境によって大き
く異なる。場合によって
は（日本の予算・決算の
制度上）研究費を消費
するために無駄な機材
を購入しなければなら
ないことがある。そのよ
うなことがないようにし
て欲しい。また、成果に
ついてまとめ一般に公
表することで制度が正
しく利用されているか、
公平な審査となってい
るかを評価できる。 

6487
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24003

（独）海洋研
究開発機構
運営費交付
金「海洋資
源・エネルギ
ーの探査・活
用技術の研
究開発」

このまま
推進す
べき

日本は、海に豊富な資
源があるといわれてい
るのに、あまりその方面
の研究がすすんでいる
というのは聞かないの
で。

たしか、結構こういう費
用が削られていたはず
だから。

6488

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学等が持続的に成
長・発展を遂げていくた
めには、イノベーション
により新たな価値を生
み出すことが必要不可
欠であり、教育力・研究
力を強化できる。そし
て、大学附属病院にお
いては質の高い医療を
提供するためにも、重
要である。

豊かな人材養成や独創
的・先端的な学術研究
を推進するために、安
全性(耐震等)・機能性に
問題のある建物の改
善、高度化・多様化する
教育研究活動に必要な
新たなスペースの確保
する。また、地域医療の
最後の砦となる大学附
属病院の再生を行い、
高度先端医療等の提供
を行うことは、全国民に
とって有益なことであ
る。

このような研究開発投
資は技術の種まきであ
り、研究人材のすそ野
を広げ、国全体の技術
レベルアップ、産業創
生、経済活性化につな
がる。しかし、採択率が
低くては、その効果が
限定的なものになるとと
もに、多少リスクのある
野心的な研究は優先度
が落ちて日の目をみな
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6489
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20107
戦略的情報
通信研究開
発推進制度

このまま
推進す
べき

予算を拡大して積極的
に推進すべきです。

いことにつながる。この
ためリスクのある多少ク
レージーな研究にも投
資することで成功してい
る米国のDARPAをはじ
めとして、NSF、欧州の
FP7等を参考に予算枠
の拡大に努めるべきで
す。中途半端な施策を
続けていては、中長期
的にみて、躍進著しい
中国や韓国に技術的に
も経済的にも人材的に
も対抗できなくなること
は目に見えています。こ
れはワイヤレス、ICT技
術全般に言えることだと
思います。

6490

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

優秀な若手研究者の確
保と，彼らによる研究の
推進は，日本の技術，
教育にとって非常に重
要な政策であり，推進
すべき

優秀な若手研究者が，
自由な地位で，その豊
かな発想に基づいた研
究を推進することは，学
問の発展ばかりではな
く，後に続く大学院学生
を良い意味で刺激する
と思われ，教育的見地
からも推進すべき． 
ただし，テニュア取得の
審査基準等をを明確す
ることと，テニュア取得
後の処遇を明確にする
ことが，大学側に求めら
れる． 
アメリカの１つの例で
は，テニュアを取得した
後も，当然その地位
（職）が継続され，その
取得者が中心となって
大型の研究資金を獲得
することを全学で支援し
ているようである．そし
てその大型資金獲得後
に教授職（定年無）とな
れる．この例のような，
明確なキャリアパスの
形成を含め，この事業
を推進すべき．

6491

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

研究者の感染症及び熱
帯医学研究活動を支援
する重要な制度であり、
着実な予算確保が必
要。

我が国の感染症及び熱
帯医学研究分野に一段
と競争力を付与し得る
プログラムであるから。

科学研究費補助金は基
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6492

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

礎研究を公募する重要
な外部資金であり、大
学の基礎研究のために
も、着実な予算確保が
必要である。 
世界に誇る科学立国を
進めるためにも拡充を
するべきである。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要であり、国として
研究の必要性を知らし
めるべきである。 

6493
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20005

周波数有効
利用に資す
る次世代宇
宙通信技術
の研究開発
（動的偏波・
周波数制御
による衛星通
信の大容量
化技術の研
究開発）

このまま
推進す
べき

推進すべきと考えます。 
最近のニュースでは、
GPSに利用可能な衛星
がうち上がり、日本独自
の衛星通信技術の必要
性を感じます。 
災害時のインフラ確保
という意味でも、わが国
における衛星通信技術
の向上に期待をしま
す。その意味でも、より
積極的に衛星通信を使
えるためのコスト削減は
必須であり、有意義な
研究と考えます。

昨今の衛星通信にかか
わる通信コストは、他の
インフラと比較し高額で
あり、コスト削減の必要
性を感じます。 
本研究は、この課題を
解決するために寄与す
ると考えます。 
他国でも活発に利用さ
れている衛星通信を維
持・継続していくために
も、衛星通信における
周波数の有効利用は不
可欠であると感じていま
す。

6494

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

研究者の卵を多く作る
ためにも，必ず必要な
施策です．

競争によって選ばれた
本人材は，博士取得
後，就職を後押しする．

6495

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

国際的に競争力をもつ
大学に脱皮するため
に、平成19年度から事
業が開始されており、そ
の取組を財政的にも支
援する制度は重要であ
る。 
また,我が国が強みを持
つ学問分野の強化に繋
がるものであり、継続的
な支援が必要不可欠で
ある。 

 事業を中途半端に終
わらせないためにも、予
算を十分確保したうえ
で、評価を厳正にするこ
とが適切である。 
 研究開発のスピード
が加速するなかで、大
学が取り組む大学院の
強化策を個別に選択し
支援ことは必要である。

6496

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

この補助金は、研究者
の自由な発想にもとづく
学術研究を援助するも
のであり、研究者間の
ピアレビューにより実用
的なものから基盤的・萌
芽的研究まで幅広く我
国の研究基盤を支えて
いる。ごく一部の例外を
除いて、予算は適切か
つ有効に使われてお
り、学術研究のための
予算としては最も有効

上記の様に、科学研究
費補助金は学術研究予
算として最も有効なもの
であり、これ無くして新
しい萌芽的研究に着手
することは困難である。
一部の不正使用はまこ
とに残念であり、徹底的
に排除すべきだがごく
一部の不正ばかりを大
きく取り上げる報道側の
姿勢にも問題がある。
本事業の推進とともに、
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なものである。この事業
の推進・強化は、我国
の国益にかなっている。

科研費の成果を広く国
民にアピールする努力
も必要である。

6497

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金はブ
レークスルーを発見す
る研究を支援するもの
であり、我が国の科学
技術を根底から支える
最も重要な制度であ
る。過去に審査に携わ
った経験から、予算の
制約から採択率が低い
ため、優れたアイデアを
持つ提案でありながら
不採択とせざるを得な
い申請が少なからずあ
ると感じている。本予算
要求を実現することによ
り、我が国の科学技術
ひいては産業を強化す
ることに大きく貢献する
と確信している。

科学技術研究は、ブレ
ークスルーを発見する
研究と、発見されたブレ
ークスルーを実用化す
る研究に大別される。ブ
レークスルー発見型研
究は、誰がいつブレー
クスルーを発見できる
か予測がつかない。ま
たブレークスルー発見
型研究の成功率は高く
ないので、この段階で
研究資金を集中配分し
てもあまり効果が上が
らず、広く薄く研究資金
を配分することが必要と
考える。科研費はこの
部分の支援に該当して
いる。 

6498

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCの持つ多くの
研究目的は、基礎科学
から応用科学まで、幅
広い分野での成果が期
待できる。当該施設で
実験を行う研究者だけ
でなく、理論物理学者も
その成果には大変注目
し、21世紀の物理学の
構築に大きく寄与すると
思われるので、是非推
進していただきたい。

私は理論物理学者だ
が、J-PARCの二次粒
子（中性子、ミューオ
ン、ニュートリノ等）を用
いた実験は、物理学に
おける「対称性の破れ」
に関する新たな知見を
開くものと期待してい
る。例えば中性子では
時間反転対称性の破れ
の検証、ミューオンやニ
ュートリノでは、レプト
ン・フレーバー対称性の
破れの検証などであ
る。J-PARCは世界に先
立って、これらの現象の
発見に辿りつくことが十
分に期待できる。

6499

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学は人材の集合体た
る国家の基盤を成すも
のであり、貧弱すぎる財
政基盤で運営するべき
ではない。

運営費交付金の減少が
続き各大学は疲弊して
おり、必要な施設整備
もままならない状況であ
る。この施策は何として
も死守して、学生の教
育環境の向上を図って
いただきたい。

6500

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24173

産学イノベー
ション加速事
業【先端計測
分析技術・機
器開発】

このまま
推進す
べき

未来の産業を開拓する
という意味においてきわ
めて意義深い施策であ
り、是非このまま推進す
べきである。

日本の将来の産業を拓
く重要な施策である。
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6501

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストヘ?ッ
ト?(JGN-X)
構築事業

このまま
推進す
べき

計画の通りにこのまま
推進することが望ましい
と考えます．

計算機の高性能化・メ
ニーコア化に伴い，それ
らによって生成された計
算結果をネットワークで
高速に転送したいという
要求は今後ますます増
大することは明らかで
す．そのため，一般社
会で用いられいている
技術水準の一歩先を行
く研究用・実証用のネッ
トワークを維持し，新技
術の開発の手を緩めな
いことが非常に重要で
あると考えます．

6502

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○ 我が国の研究活動
を支える重要な競争的
資金で 
あり、予算規模を拡充
すべきである。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保 
が必要。 
○ 基礎研究を行う研究
者が応募できるもので、
研究者が応募しやすい
研究資金である。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若手研究者にとっ
て重要な競争的資 
金であり、 
大幅な拡充は必要であ
る。

○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、 
応募しやすい研究資金
制度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、 
多くの研究者を支援す
る必要がある。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、 
公的な研究資金による
研究支援は必要であ
る。

6503

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24142

組織的な大
学院教育改
革推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

これまでに本プログラム
の支援を受けた大学に
おいて大学院教育は改
革が進み、優れた人材
育成を目指した大学院
教育の実施化が進んで
いる。一方、支援が得ら
れなかった大学でも改
革が進み、本プログラ
ムの波及効果は大き
い。本プログラムの継
続により、さらなる多く
の大学の大学院教育の
改革推進が期待でき
る。

これまでに表記プログラ
ムの支援を受けること
ができなかったが、大学
院教育改革に取り組ん
でいる大学は多い。こ
れらの大学を支援する
ことは、日本の大学院
教育が改善され、多くの
優れた人材の養成につ
ながる。

生命科学研究において
得られた各種モデル生
物の変異体は、ヒトにお
ける病因解明、あるい
は再生医療を含むその
治療法の確立や生物工
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6504

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

リソースの継続およびさ
らなる充実を強く要望し
ます。

学にとっても必須の資
源です。しかし変異体
の多くは偶然単離され
たものであり、再度同一
のものが得られるかは
未知数といえます。よっ
て、これらを収集・保存
し、必要に応じて国内の
研究者に分与するナシ
ョナルバイオリソースプ
ロジェクトは、生命科学
研究の推進を図る国家
戦略として、必要最低
限のインフラであると考
えます。

6505

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

このまま充分な数の特
別研究員が全学術分野
で確保できるようにさら
なる拡充を目指すと同
時に、大学院ＲＡ（博士
課程院生への給与）と
の切り分けを行って、よ
りポスドク的な運用を目
指すべきである。また海
外での活躍もフレキシ
ブルにできるように現在
の海外特別研究員との
統合も検討するべきで
ある。

研究機関や研究プロジ
ェクトから有る意味独立
に運用される現在の特
別研究員制度は、若手
研究者の切磋琢磨の場
所としてうまく運用され
ていると思う。ただし現
在はＤＣ院生の採用に
集中しておりＰＤ採用が
非常に難しくなってい
る。ＤＣ院生への金銭的
サポートはあまり極端な
競争原理に寄らずＲＡ
給与として相当金額が
サポートされるべきであ
り、特別研究員は公的
に雇うＰＤ枠として運用
するべきである。

6506

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

日本の基礎科学を支え
る基本的な補助金であ
るので，絶対に縮小す
べきではない。

日本の基礎科学はこの
科研費補助金で支えら
れている。新しい研究
の目はこの補助金で形
成されている。若い研
究者に未来への希望を
失わせないためにも，
是非守ってほしい。

6507

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24178 SPring-8
このまま
推進す
べき

J-PARC,RIBF,SPring-8
について、これまでの計
画・推進をそのまま続け
てほしい。２年前の日本
におけるノーベル賞フィ
ーバーは、物理学賞に
おいてはすべて理論分
野であったが、上記計
画等は実験面において
も日本が優れた業績を
挙げることが大いに期
待される。

SPring-8においては、
ペンタクォーク発見の報
の発信地であり、それ
に大いに刺激された世
界中の研究者によって
エキゾチックハドロンの
研究が大いに進展し
た。常に世界中の研究
者からその動向が注目
を浴びている現状を考
えるに、これは日本だけ
でなく人類の進歩の面
からも推進が切望され
る。

我が国は他の国と比べ
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6508

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

女性研究者がその能力
を発揮できるように，女
性研究者支援室の整備
等を行うことは，男女参
画社会を形成するため
にも必要だと思います。

て，男女参画社会の形
成が遅れていると思い
ます。この施策を行うこ
とで，男女参画社会を
形成することにより，新
たな成長分野の開拓に
繋がる可能性が広がる
と思います。

6509

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

日本国はこれまで技術
立国として諸外国に対
して競争力を確保してき
た。 
その立場を、これからも
より確固たるものとし続
ける為に、研究や開発
に関わる予算はより増
強すべきであり、科学
力や技術力は、それこ
そ常に「世界で一番」で
なければならない。 
その考え方を鑑みた
時、産学連携を軸とし得
る「J-PARC」の、特に物
性解析に関わる事業
は、燃料電池など様々
な「日本の技術力」の確
保に直結する。 
J-PARC事業は推進す
べきであり、さらにJ-
PARCの中でも物理研
究よりも物性研究に、よ
り重点を置く采配こそ
が、日本国の科学技術
力の確保と向上の為
に、何よりも肝要である
と考える。

物性研究を考える上
で、ミュオン粒子を利用
した研究が考えられる。
ミュオンは、放射光や他
の粒子と比較して、物
質中の原子の 
磁極の振る舞いを如実
に検出できるという大き
な特性があり 
構造解析を行う上で、こ
の特性は大きな意味を
持つものといえる。 
ミュオン未だ発展途上
の構造解析手法ではあ
るが 
それ故に更に別の解析
法が確立される可能性
も多々残されており 
構造解析研究分野に革
新的な発展を貢献でき
る可能性を有している 
と考える。 
この分野に大きな期待
を持ち、ミュオンを用い
た構造解析研究に 
より多くの予算投入を
行うことにより、更なる
日本の技術力の向上を
卯名がそことが可能で
あると考える。

6510

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者個人の問題意識
に基づく研究をサポート
するために与えられる
科研は、今後とも学術
研究に不可欠な研究推
進事業である。 
 とりわけ、若手研究者
の研究と育成に関わる
基盤（C)と若手研究（A・
B)の拡充（とくに（B)の
新規採択率30%達成）は
今後の重厚で多様な知
的蓄積を形成する上で
不可欠である。

将来の日本における学
術研究の発展は、公正
なピアレビューによって
どれだけ多くの資金を
可能性のある若い研究
者に振り向けるかにか
かっている。実績をこれ
から出そうしている若い
研究者のポテンシャル
を厳正に判断し、個々
のプロジェクトの可能性
を評価する作業は高度
な専門的知識とコストを
必要とする大事業であ
る。こうした事業は科研
のような公的制度によ
って初めて実施可能な
ものであり、我が国の
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学術研究の将来を盤石
にするために不可欠で
ある。

6511

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

現在多くの研究者が科
学研究費補助金を頼っ
て，研究を行ってきてお
り，継続して推進すべき
である．

各研究所の研究予算は
決して潤沢でなく，科学
研究費補助金に頼って
いる．欧米ではさらにこ
ういった競争的資金に
頼る割合が大きく．その
かわり優れた研究が創
出されている．日本の
誇る科学が失墜しない
よう継続するべきであ
り，さらに強化すべきで
ある．

6512

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

研究開発事業費は、我
が国の競争力を高める
上での根幹であり、特
に農水関係の開発費
は、食糧安保を担保す
る上で更に充実すべき
である

我が国は世界の余剰食
糧を強い円で買い占め
ることで国民の食糧を
確保してきたが、中国
の台頭により、円の相
対的価値の低下と中国
による国際流通食糧の
買い占めが想定され、
今後我が国の食糧確保
は困難となることが予
想される。このため、自
給率向上に向けた技術
開発を積極的に進める
必要がある。この予算
は、そうした農水研究を
維持する上で重要と考
える。

6513
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

地球温暖化、CO2排出
削減に取組むべき。

ネットワーク機器の主要
LSIは日本の得意分野
であるから。

6514

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ークプログラ
ム

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の感染
症及び熱帯医学研究活
動を支える重要な競争
的資金であり、予算規
模を拡充すべきである。

感染症及び熱帯医学研
究をダイナミックに実施
するにおいて、熱帯地
に研究室を置き研究者
を常駐させることは重要
であるから。

大学・
公的
研究 文部 地域イノベー このまま

地域の活性化のため
に、地域を主体としたイ
ノベーションを興すため
のクラスター政策は有
効である。 

１．地域の企業同士を
結び付け、大学がサポ
ートする研究開発体制
を築いている、 
２．世界的に展開してい
る企業の研究開発のキ
ーマンを地域に招くこと
で、地域に新しいR&D
の拠点を築いている、 
３．産学官連携研究員
を雇用し、論文執筆に
偏りがちな通常の学術
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6515

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

科学
省

24181

ションクラス
タープログラ
ム

推進す
べき

地域にクラスターが形
成されているかという視
点で評価し、クラスター
が形成されつつあるとこ
ろには、優先的に予算
を配分すべきである。

研究員と異なり、産学
共同で将来のニーズを
満たし、かつ学術的にも
新規性がある、イノベー
ションを興す研究開発
に携わってもらってい
る。 
４．研究補助員として地
元の人を雇用し、地域
の創造的人材の雇用を
助けている。 
など、特徴的な試みを
実施ている地域を大切
にする必要がある。

6516

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

直接的な利益を求めな
い科学研究にかんし
て、研究費の補助は必
要であると考える。

科学研究は直接的な利
益は生まないが、資金
の援助等により質の高
い研究が行えれば、将
来的には間接的に多大
なる利益を社会に還元
することとなると考え
る。

6517
官公
庁

40～
49歳

経済
産業
省

27174
地域イノベー
ション創出研
究開発事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

予算額を拡充し、様々
な分野の地域イノベー
ションを推進してほし
い。

現状の研究開発に対す
る支援策は、環境や機
械金属など分野が限定
されたものが多く、これ
ら以外の分野の業種で
は研究開発がとどこお
手いる。当該事業の対
象分野は広いため、是
非予算拡充をお願いし
たい。

6518

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

科学研究費補助金は研
究活動を支える重要な
制度であり、予算の拡
大が必要。

日本は他の先進諸国と
比較して、国からの研
究補助金が少ない事は
周知の事実です。研究
補助金を拡大すること
により、研究が促進さ
れ、将来的に日本の科
学技術が高まり、ひい
ては国益に繋がるはず
です。

6519

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究の実効性を一層向
上させるために，基盤
(A)クラスの課題でもポ
スドクが雇える程度の
予算規模に引き上げる
べきである．

本施策は，我が国の先
端科学技術を支える学
術研究の国際競争力を
維持するための生命線
とも言える施策である．
欧米先進諸国さらには
新興国がそろって科学
技術研究への投資を拡
大している今日，本施
策のより一層の規模拡
大は技術立国として生
きる我が国にとって喫
緊の要請であると考え
る．
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6520
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

免疫アレルギーセンタ
ーを中心として進められ
ている先端研究事業
は、生命科学の謎を解
明することを主たるミッ
ションをしているものと
理解している。一方、こ
こで発見された知見は、
創薬科学の種となって
いく可能性を大きく有し
ているものと考えられ
る。世界に先立つ発見
とその社会への還元と
いう観点から、同事業を
さらに発展させて欲し
い。

理由ではなくコメントをし
たい。 
半官の事業を創薬等を
通じて社会に還元する
上では、おそらくはその
知的財産権の所在やこ
れが医薬品になった際
の成果の帰属などにつ
いて、複雑な議論がな
されるのだろうと想像す
る。企業からみた場合
に、この点が大きな障
壁に思える。

6521

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究種目「若手研究」
は、若手研究者の自由
な発想を支援する重要
な研究資金となるので、
予算規模を拡充すべき
である。

新しい研究テーマに積
極的にチャレンジする
機会を増やすためには
研究資金支援が必要で
ある。

6522

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要である。 

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。 

6523

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

ぜひとも必要。

日本の科学は日本の将
来を支え、また、国民の
希望となります。将来性
ある若者の研究を支え
るためにこの制度は必
要です。 

6524

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

5年間の資金投入額（１
兆1,000億円）の初年度
として十分なのか。大学
の教育・研究環境の整
備は、着実に推進すべ
きである。 
施設の陳腐化は、大学
生・大学院生の教育意
欲を失わせることにもつ
ながるので、積極的な
整備が必要である。 

地方の国立大学は、地
域のランドマークとして
の役割も果たしており、
地域活性化・地域の拠
点としていくために必要
な事業である。

今まで実施されてきた
グローバルCOEのプロ
ジェクトの中身や研究
成果は、世界的な評価
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6525

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

非常に有意義な施策で
あり、是非このまま推進
すべきと考える。またそ
の規模に関して、グロー
バルCOEプログラムの
大学間の獲得競争の度
合いや提出されるプロ
ジェクトの質を見ながら
であるが、さらに拡大す
るべきだと考える。

基準に照らし合わせて
も素晴らしいものばかり
である。また個人的なも
のとして、今は大学教
員として研究に携わっ
ているが、大学院に所
属していた時はグロー
バルCOEの資金のおか
げで研究がより一層推
進された。その研究は
査読付き国際学術雑誌
にも掲載された。よって
その経験からもこれか
らこの制度が続いてほ
しい。

6526

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24109

（独）海洋研
究開発機構
運営費交付
金「地球環境
変動研究」

このまま
推進す
べき

二酸化炭素などの温室
効果ガスの排出によっ
て、大気全体の温暖化
が予測されているが、
大気よりも熱容量がは
るかに大きい海洋の役
割、および海洋－大気
間における熱や二酸化
炭素の交換過程につい
ては、まだ十分に理解
できておらず、温暖化予
測を行う数値モデルに
おいてもそれらの表現
はまだ適切とはいえな
い。このため実態把握
としての観測研究と、そ
こで得られる知見に基
づくモデル開発は不可
欠であり、継続して実施
する必要がある。 

気候変動のメカニズム
を理解する上で、熱源と
しての熱帯と、冷源とし
ての極域における海洋
の蓄熱／放熱過程は重
要な要素と考えられる
が、両地域とも観測点
が希薄でデータの蓄積
が少ない。これが気候
変動における海洋の役
割の理解を遅らせる原
因となっている。本施策
にはこれらの地域にお
ける観測研究とモデル
開発が含まれており、
研究を推進することによ
り、環境問題への政策
立案に貢献する、より高
度な基礎知識が得られ
ると期待される。

6527

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

予算を十分確保してこ
のまま継続するべき

女性研究者や若手研究
者のサポートなどを多
角的に、かつ継続的に
行う施策を今後も続け
ていくため。 
一朝一夕にはなしえな
いから。

文部 世界トップレ このまま

日本国内に、世界トップ
レベルの研究拠点を持
ち、維持することで、優
秀な研究者の国外流出
を防ぐとともに、世界トッ
プレベルの研究者のあ
らたな育成をすすめ、基
礎科学分野・応用科学
分野・技術分野での国

優秀な研究者の育成に
は、本人の才能・努力
はもちろんのこと、その
指導的立場に立つ人物
の能力だけでなく、たと
えば他国のトップレベル
の研究者との交流によ
る刺激と経験が重要な
位置を占めると考えま
す。そのためには、国
内に世界各国の優秀な
研究者と切磋琢磨する
ための研究拠点が必要
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6528
民間
企業

40～
49歳

科学
省

24136

ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

推進す
べき

際的競争力を高く維持
する。眼に見える成果
や産業へのダイレクトな
影響の少ない分野もあ
るが、基礎科学力を維
持、進歩させるには、国
内に自国の優秀な研究
者を残しつつ、高度な
研究を進める研究拠点
は絶対に必要です。

です。現自然科学研究
機構長の佐藤勝彦先生
のお話しを伺う機会が
ありましたが、先生も院
生時代に研究室に（た
またま？）短期間滞在し
たベーテ博士との出逢
いが大きかったというこ
とでした。このような出
会いが活発に起きるよ
うな、世界の研究者が
訪れても良いと考えるよ
うな研究拠点は大切で
す。

6529

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

これまで以上に大学へ
の資源の投資を行い、
わが国が世界と競争し
ていくためのほとんど唯
一の「武器」である人材
育成を飛躍的に進めて
いくべきである。

人材育成の重要性は言
を俟たない。また、世界
の国々がこれまで以上
に大学での人材育成に
力を入れている今、競
争に勝つためにも尚一
層の財政的支援が必要
である。これまでの大学
予算の切り詰めにより
わが国の大学の世界ラ
ンクが大幅に下落した
ことは深刻に受け止め
るべきである。

6530

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の感染
症及び熱帯医学研究活
動を支える重要な競争
的資金であり、予算規
模を拡充すべきである。

我が国の感染症及び熱
帯医学研究分野に一段
と競争力を付与し得る
プログラムであるから。

6531

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

ライフサイエンス分野全
体への利用に供するイ
ンフラの整備は必要で
あり、本研究プログラム
のような施策を積極的
に推進すべきである。 

このような研究プログラ
ムを通じて、若手の人
材が育ってきており、今
後もこれら若手研究者
が自立できるような支
援を続ける必要があ
る。

6532
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIビームファクトリー計
画は基礎研究のみなら
ず、核転換･放射線医
療など、我が国の国益
に直接的に資する課題
に取り組みつつある。
諸外国の猛追を受けて

RIビームファクトリー計
画は、我が国が諸外国
を圧倒的にリードしてい
る、数少ない施策の一
つである。またその研
究課題も、国益に直接
関係するものが少なくな
い。ところが近年、欧米
のみならず、韓国・中国
でも同様の計画が策定
され、猛烈な追い上げ
を受ける一方で、RIビー
ムファクトリー計画自身
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設試
等）

いる現状を考えると、今
以上、強力に推進すべ
きである。

は、予算の減少により
本来の性能を十分に発
揮出来ていない。今、こ
の計画を強力に推進し
なければ、我が国のこ
の分野における優位性
は永久に失われると考
える。

6533

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。 

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。 

6534

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

経済
産業
省

27169
グリーンITプ
ロジェクト

推進す
べきでは
ない

エネルギー消費を削減
する機器、システムの
開発は、国策で行う必
要はない。民間企業の
研究開発投資で行える
ものは、民間企業で行
うべき。

省電力の製品、システ
ムについては、環境問
題以前に、電気料金の
面から考えて、市場に
需要があることは明ら
かである。需要があると
いうことは、IT機器、シ
ステムを製造する企業
にとって、それらの製品
の研究開発を進めるイ
ンセンティブがある状態
なのであり、政府がそ
れを主導する必要はな
い。

6535

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

国の政策課題にあまり
影響されない施策をお
願いしたい。

国立大学・大学共同利
用機関の基本的条件の
整備が計画的に行われ
ているからこそ、その成
果として国の政策課題
が定まり、国の政策課
題のために他のいろん
な大型の資金が投入さ
れるわけなので、本予
算では国の政策課題に
あまり影響されずに基
本的条件の整備を最優
先に考えていただきた
い。

6536

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

SPring-8は大学だけで
なく多くの企業が共同し
て研究をしています。企
業の研究成果は我々の
生活に密接に関係して
いますので是非推進し
てください。

同上

大学・

新しい技術開発にチャ
レンジする事業であり、
これまでに多くの研究
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6537

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

困難な状況にある農林
水産分野において、将
来に希望を持てる新し
い実用技術を開発する
研究事業であり、このま
ま推進すべき、むしろ拡
充すべきと考えます。

成果が得られました。そ
の研究成果いくつか
が、現地に受け入れら
れ成長しはじめ、さらに
新しい技術へと発展し
つつあります。新技術を
生み出す良好なサイク
ルが、ようやく回り始め
ており、今後、一層の発
展が期待できます。

6538

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

バイオリソース事業は
日本の生物学分野の基
礎研究や応用研究にと
って非常に大きな貢献
をしている。様々なリソ
ースによって数多くの研
究が進展しており、大き
な成果を生み出してい
ると判断できる。また、
それぞれのバイオリソ
ースに関する情報を統
合的に検索できる情報
に関する活動も含まれ
ており、ユーザーを意識
したプロジェクトとなって
いる。できれば、生物標
本を大量に保有してい
る自然史系博物館との
連携を進め、様々な分
類群の多様性をカバー
できるとよい。

名古屋で開催される
COP10において遺伝資
源に関するABS問題が
重点となっている。この
ことはバイオリソースは
基礎研究にとって重要
であるばかりではなく、
日本の国益という観点
からも重要であることを
示していると言えよう。
したがって、ナショナル
バイオリソース事業を推
進することは極めて重
要である。

6539

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24180
ナノテクノロ
ジー・ネットワ
ーク

このまま
推進す
べき

近年、研究の内容はま
すます高度化、専門化
してきている。 
それに対応するために
は、例えば試料作成技
術だけをみてみても高
度に専門化した装置、
またそれらの技術を持
った人材が不可欠であ
る。 
それらを各機関で揃え
ることは資金的にも困
難であり、非現実的で
ある。 
各機関の得意な高度な
技術や装置をそれぞれ
の機関が相互に利用で
きるシステムは、今後の
日本の研究の発展に欠
かせない重要な方法だ
と思います。 
是非このシステムの装
置面、人材面をさらに大
きく発展させ、日本の将
来を素晴らしいものにし

現在の研究では、世界
に1台しかないような専
門的な装置、その人し
かできないような高度な
技術といったものが求
められている。 
それらをネットワークで
共有できる仕組みが最
良の方法でしかも不可
欠であると考える。 
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ていただきたい。 
特に高度な専門技術を
持った人材を優遇し、多
く育てることが今後最も
重要であると考えます。

6540
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

国民に研究開発の成果
を還元してほしい。

花粉症のワクチン等、
広く成果を享受できるも
のは、より促進するべき
だと思います。

6541

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

HPCIを、さらなる財政
的・人的資源をつぎ込
んで強力に推進すべき
である。

先端的なコンピュータの
性能が一国の価値を大
きく左右することは明白
な事実である。薬剤設
計から軍事的側面にい
たるまで、コンピュータ
の性能が”２位”以下で
あることは敗北を意味
し、国益を大きく損ね
る。反日・売国の勢力に
負けないためにも、日
本のHPCIの圧倒的な
進歩が必要である。

6542

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

タンパク質研究では，研
究の発見のみならず知
的財産権の獲得に至る
まで，国際競争が繰り
広げられており，タンパ
ク質の機能・構造解析
の成果を医学・薬学等
のニーズに対応した応
用開発研究，更に医
療・産業への活用を目
指すことが必要となって
いる。欧米諸国では，困
難ではあるものの重要
なタンパク質に焦点を
絞った方向で，必要な
技術開発を行いつつ研
究を展開している。中国
や韓国等のアジア諸国
でも，タンパク質の機
能・構造解析研究，ケミ
カルバイオロジー研究
が急速に行われるよう
になってきている。

タンパク質研究では，研
究の発見のみならず知
的財産権の獲得に至る
まで，国際競争が繰り
広げられており，タンパ
ク質の機能・構造解析
の成果を医学・薬学等
のニーズに対応した応
用開発研究，更に医
療・産業への活用を目
指すことが必要となって
いる。欧米諸国では，困
難ではあるものの重要
なタンパク質に焦点を
絞った方向で，必要な
技術開発を行いつつ研
究を展開している。中国
や韓国等のアジア諸国
でも，タンパク質の機
能・構造解析研究，ケミ
カルバイオロジー研究
が急速に行われるよう
になってきている。

6543

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24011

リサーチ・ア
ドミニストレー
ターを育成・
確保するシス
テムの整備

推進す
べきでは
ない

具体的に何をするのか
分からない

具体的に何をする立場
の人間を育成するの
か？ 
教授会等の今までの大
学の運営組織とどうか
かわるのか？全く不
明． 
非常に悪い見方をすれ
ば，天下り先確保でな
ないか 
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6544

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費は，研究者
の発想に基づいた研究
を推進するものであり，
日本の科学技術のオリ
ジナルを支えるもっとも
重要な基盤と考えてい
ます．科学研究費によ
り，個々の研究者の能
力が向上し，オリジナル
な発想が具体化される
ことは，将来の日本の
科学技術の発展のため
には重要です．個々の
研究にかかる費用は他
に比べれば大きいとは
言えず，オリジナルな研
究の進展，研究者の能
力向上，研究環境の整
備など，トータルのコス
トパフォーマンスは高い
といえます．

わたしは，私立大学の
産学連係推進組織の所
長を務めていますが，
産学連携を推進するた
めにも大学研究ならび
に大学研究者の質，量
の向上が望まれます．
そのためには，科学研
究費は極めて重要で
す．科学研究費の波及
効果として，産学連携
の活性化，ひいては日
本のものづくり産業の
基盤強化も認識してい
ただき，ぜひ推進してい
ただきたいと思います．

6545

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究活動を支
える重要な資金であり、
さらに予算規模を拡充
すべきである。

世界をリードする新しい
技術を生み出す研究の
萌芽を育成するために
多くの研究者を支援す
ることが重要である。

6546

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

少なくとも要求・要望額
どおりの増額を図るとと
もに、基金化を実現して
下さい。

大学等の研究現場にお
いて、科研費の獲得に
よって独創的な基礎研
究を行いたいと考えて
いる研究者が非常に多
いが、近年採択率が非
常に低くなっている。そ
れぞれの研究者が意欲
を持って多様な学術研
究に挑戦できるようにし
ていくことが、イノベーシ
ョンの種になる。また、
基金化が実現されれ
ば、研究の効率性が大
きく高まり、限られた財
源の有効活用が図られ
る。

6547

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。とくに、自然科学お
よび人文・社会科学に
おける、利潤追求型の
教育・研究開発とは異
なる知的な探求活動を
一層推進することは極

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、より
一層応募しやすい研究
資金制度として発展さ
せるべきである。新しい
研究の芽を育てるため
には、その採択率を上
げて、多くの研究者を支
援する必要がある。大
学等の研究費が減少す

38



等） めて重要であり、着実な
予算配分の確保が必要
である。

るなかで、公的な研究
資金による研究支援は
必要不可欠である。

6548

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

研究者を志すものへの
支援は、国の将来を見
据えるのならば必須で
あると考える。

研究者を志すものは、
いかに研究に勤しんで
も、その活動は直接の
収入を生まない。それ
が原因で志のある若手
研究者がいなくなること
は、国にとって多大なる
損失であると考える。

6549

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24142

大学院教育
改革推進事
業のうち、組
織的な大学
院教育改革
推進プログラ
ム

このまま
推進す
べき

高度な人材を養成する
事業として着実に実績
を積んでいるところであ
り，今後も更なる支援が
必要である。

教育（人材育成）に係る
事業には外部（民間）か
らの支援等の獲得が困
難であり，公的支援が
必要である。競争的な
資金であるのでプログ
ラムの質を担保できる。

6550
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

エレクトロニクス素子を
印刷等のプロセスによ
り製造できる技術を開
発することによって低コ
ストで軽量な壊れない
情報端末などが作成で
き、これまでの紙媒体
主体の大量消費型とは
異なる新たな産業構造
の形成や生活スタイル
の変化も可能となる技
術であると考えられる。
プロセス面では高精度
の位置あわせ等の日本
の技術力を示す分野で
あり、是非推進すべきと
考えます。

部材面、印刷技術等で
も個々については現時
点で世界的に見ても優
位な立場にあると考え
られるが、トータルとし
ての産業の形成にはこ
うしたプログラムにより
日本が国策としてコア
部材から製造技術、最
終部材までを製造でき
る技術を世界に示し、
個々の部材、技術の流
出ではなく、トータルとし
てアジアをはじめとする
諸国との優位性を示す
必要があると考えられ
るため。

科研費は、日本の基礎
および応用科学の基盤
です。特に、以前の校
費にあたる運営費交付
金が不十分になってい

科研費は、我が国の科
学の基盤的なものであ
る。基礎から応用にわ
たる大学・公的研究機
関の研究を維持してい
る最も重要な部分であ
る。研究費は、競争的
資金と競争せずとも長
期的な視点で研究を続
ける部分との2本立てが
望ましい。この10年、米
国の後追いを行い、競
争的資金重視の傾向が
高まっていた。競争的
資金によって、海外との
競争を行うことは重要な
ことである。一方、我が
国発のユニークな切り
口の研究は、細々とし
た研究から生まれるも
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6551

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

る状況で、息の長い日
本独特の研究を行える
条件が失われている。
これを改善し、長期的な
視点で萌芽的な研究を
育てるには、基盤Ｃなど
の採択率を挙げること
が不可欠である。これ
まで進められている「校
費」の削減が我が国の
利点をみずから潰して
いる点を直視すべきで
あり、必要最低限の研
究を細々とでも進めら
れる条件を整備するこ
とが望ましい。科研費は
一般に短期的な視点に
なりがちである点は注
意を要する。

のである。この小額な
研究費を我が国の研究
者の基盤的な費用とし
て確保することは、長期
的に見て大変重要なこ
とである。決して多くす
る必要はないが、すべ
て競争的資金というの
は注意すべきである。
その意味で、小額の基
盤Ｃの採択率を挙げる
ことは大変重要である。
また、統計にも明らかの
ように、我が国の発表
論文数がこの10年で減
少している。これは、他
の国にはない危険な状
況である。この方向が
続けば、現在科学の多
くの分野において、3極
の一つであるが我が国
は10年後には何の特徴
もない中級の1国にな
る。この点を、科学行政
を担当する方々は真剣
に考えていただきたい。
適切な長期的なプログ
ラムにのっとった施策な
しには、韓国と中国に
は勝てません。合理的
な対応をお願いしたい。
時間はあまり残されて
いません。

6552

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

資源のない日本はこれ
までもこれからも科学技
術立国として生きていく
しかないというのは国民
の共通認識だと思いま
す。日本の将来を支え
る科学技術予算は、日
本の未来への投資とし
て必要不可欠です。将
来の成長、明るい未
来、夢のある社会を実
現するためには、大学・
研究機関などにおける
先端基礎研究はとても
大事であり、中でも、科
学研究費補助金による
研究者の自由な発想に
基づく学術研究は、そ
の根幹を成すものであ
ります。欧米諸国に比
較しても低い水準であ
り、今後の科学技術の
世界的競争に打ち勝つ

国公立大学では年々運
営費交付金を削減され
ており、多くの大学では
研究費は事実上ほとん
ど全て科研費に依存し
ている状態にあります。
科研費の削減により、
研究実施不可能なケー
スが急増すると考えら
れます。もしこんな事態
になれば大学・研究所
の優秀な人材も宝の持
ち腐れになり、国家的
損失です。特に、現在
から将来に渡って広く活
躍する様々な分野の、
多くの優秀な若手の研
究を伸ばしていくことは
極めて大切で、特に、
科学研究費補助金（若
手研究（Ａ）（Ｂ））は増額
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ためにも予算を増額し
て今後積極的に推進す
るべきと思います。

するべきと考えます。

6553

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

私は現在博士課程に所
属している学生で、これ
から特別研究員制度を
利用したいと考えている
者です。実際に、今年
度申請も行ないました。 
ぜひ特別研究員制度を
このまま推進していただ
きたく意見を送らせてい
ただきます。 
特別研究員制度は親の
支援を頼れない学生に
とって必要不可欠です。 
事実、私の周りにも学
費が捻出できず、博士
課程への進学を断念せ
ざるをえない友人がい
ました。有望な人材を育
成するチャンスが、金銭
的な理由でつぶされる
のは残念でありませ
ん。 
よろしくお願いします。

なぜ特別研究員制度が
事業仕分けの対象にな
ったかを想像しますと、
お金を無駄に分け与え
ているように見えている
のかと思います。 
しかし、特別研究員制
度は単なる『バラマキ』
ではありません。申請
者である学生は書類を
数ヶ月かけて作成し、そ
れを専門家が審査しま
す。すなわち、能力、あ
るいは活力をもつ学生
の元へ給与が渡される
ようにできています。ぜ
ひ実際に特別研究員制
度にお世話になった
方々と話して下さい。

6554

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

二酸化炭素排出量を減
らすための情報通信技
術の研究開発は重要で
あり、今後も本事業をぜ
ひとも推進していただき
たい。特に長期的な事
業の継続を期待する。
各プロジェクトが世界最
先端の技術開発を行え
るように、積極的な資金
サポートをすべきだと考
える。

”2020年に二酸化炭素
の排出量を1990年比で
25％削減する”という政
府目標を達成するに
は、排出量が増加傾向
にある情報通信分野の
技術改革が必須であ
り、本事業は非常に重
要な役割を果たす。ま
た、省エネを達成するこ
とは社会的な意義が大
きく、国が積極的にサポ
ートすべき事項である。
この点からも本事業の
存在意義は大きい。省
エネの効果は、目に見
えるまで時間がかかる
ものも多いため、長期
的なサポートの継続が
必要である。

6555

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。 

次世代印刷
エレクトロニ 次世代印刷エレクトロニ この分野ににおいて日
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6556
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

クス材料・プロセス基盤
技術開発関連事業は推
進するべき。

本が世界のトップを走る
ためには、事業継続が
必須。

6557

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

本研究プログラムのよう
な施策を，積極的に推
進すべきと考えます．こ
のような施策には，若
手研究者を自立させる
要素も盛り込まれてお
り，その点からも重要で
す． 

 ライフサイエンス分野
全体の利用に供する本
研究プログラムでのイ
ンフラの整備は，非常
に重要であると考えま
す．構造生物学はライ
フサイエンス分野全般
で不可欠な分野となっ
ており，関連分野との連
携で今後も引き続き，
応用的，産業的分野に
大きな成果をもたらすこ
とが考えられます．この
ような研究プログラムか
ら，若い人材が育ってき
ていることも事実です．

6558
その
他

60歳
～

農林
水産
省

26101

地域活性化
のためのバ
イオマス利用
技術の開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

経済産業省のバイオマ
ス関連事業（２７１１６、
２７１１７、２７１２４, ２７
１７６等）と統合すべきで
はないか。

省庁を跨る事業の統合
化によって、予算や研
究機関の無駄を省き、
研究資源の集中・効率
化を図る。

6559

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

既存施設の更新や改装
のための配分も増やす
べきであると考えます．

先端的な研究分野のた
めに戦略的に施設を新
設することも重要である
と思いますが，講義棟
や一般の研究棟など，
学生教育のための一般
施設の充実も同じくらい
重要です．老朽化の進
んでいる既存施設につ
いてはより積極的に更
新や改装のための予算
を割り当てて頂きたいと
考えます．

6560

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

特別研究員事業は，よ
り一層推進すべきと考
えています． 
とくに，「博士前期・後期
課程の学生に，経済的
な不安を感じることなく
研究に専念する機会を
与える」ためには，DC
事業だけでなく，PD事
業も拡充すべきだとい
えます．近年の，PD支
援人数の減少は，博士
前期・後期課程の学生
に不安を与える一因と
もなっています． 
よって，DC事業とPD事
業の両方を含めて，特

このような若手支援が
削減されれば，大学学
部生・院生・博士号取得
後の若手に対する負の
メッセージは計り知れ
ず，若者の理系離れ
や，優れた若手研究者
の海外流出が加速し，
次世代の研究者養成は
おろか，企業への人材
供給もままならなくな
り，科学技術立国の基
盤が一挙に崩壊に向っ
て進み始めます． 
特別研究員事業は、優
れた大学院生や博士号
取得後の若手研究者に
対するものであり、これ
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別研究員事業はより一
層推進すべきと考えて
います．

までも多くの実績を残し
ています．このため，特
別研究員事業の推進は
必須であると言えます．

6561

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

必要不可欠であり、金
額は維持または増額。
ただし、使いかたに不
便な所もあるのでそれ
は改善すべき。 

単年度決済（繰り越しは
事務的に難しい）や、機
器の流用が出来ない、
他費目と合算が出来な
い(規定上は可能でも実
際は難しい）など、運用
に際して無駄が出てい
るところがあるので改善
するといいと思います。

6562

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24136
世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

このような拠点を作り研
究環境を整備するのは
望ましいことであるが、
その研究拠点を人材的
に世界レベルに維持す
るという名目で、拠点に
関わる研究者や各スタ
ッフに並外れた給与あ
るいは賞与を給付する
ことは、日本の社会シス
テムや現在の経済状況
から考えれば筋が通ら
ない。この点については
見直すべきであると思
う。

その研究拠点を人材的
に世界レベルに維持す
るという名目で、拠点に
関わる研究者や各スタ
ッフに並外れた給与あ
るいは賞与を給付する
という、そのようなことを
しないとトップレベルを
維持できないような研
究拠点であるならば、
経済的に無理をしてま
で推進すべき必要はそ
もそもないものとも考え
られる。

6563

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

各事業ごとに，必要とな
る経費や金額が変わっ
てくる．また，年数も要
する事業もあると思わ
れるが，その配分はどう
するかが判断できませ
んでした．

上記に示した通り

6564

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

女性研究者がその能力
を最大限発揮できるよう
にするため、大学や公
的研究機関を対象に女
性研究者支援室の設置
やコーディネーターの配
置、出産・子育て期間
中の研究活動を支える
研究・実験補助者等の
雇用経費の支援等、女
性研究者が出産・子育
て等と研究を両立する
ための環境整備を行う
取組を支援する。

出産・育児により、研究
を続けることが難しくな
ることが多く、大学およ
び研究機関からの理解
および支援が不足して
いる。少子化が社会問
題になっている今、女性
研究者の出産・育児に
対する配慮がほとんど
ないのも事実であり、女
性研究者の支援を増や
していただきたい。

J-PARCでは、加速器を
用いて陽子を加速して
物質に衝突させ、核反
応によって中性子を得
られる。J-PARCで得ら

UCNは物理学の基礎と
なる理論（標準理論）の
検証を行うための実験
に用いられる他、物性
研究にも利用される。科
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6565

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177

大強度陽子
加速器（J-
PARC）を用
いて得られる
中性子の利
用について

このまま
推進す
べき

れた中性子を冷却（減
速）し、超冷中性子
（UCN）という極めて低
速の中性子を得る計画
がKEKの清水氏によっ
て進められている。UCN
は物理学の基礎研究に
欠かせない物となりつ
つあり、これを大量に生
成するための装置
（UCN源）が世界各地で
開発されている。J-
PARCの陽子加速器を
用いたUCN源の開発を
大いに推進すべきであ
る。

学技術の根幹に関わる
基礎研究を推進し、他
国をリードする成果を挙
げるため、高い性能を
持ったUCN源を国内に
持つことは、大きな利点
となる。基礎研究の推
進は、人材の育成、他
国からの研究者の確
保、技術レベルの底上
げにつながる。また、次
代を担う研究者・技術
者となる子供達に対す
る良い刺激となり、教育
や科学技術レベルの向
上が、日本の国力を高
めることにつながる。

6566

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

蛋白質立体構造の解明
はライフサイエンス研究
の基盤として重要であ
り，その構造解析を行う
ためのインフラの整備
は，積極的に推進すべ
きである．

タンパク３０００プロジェ
クト，ターゲットタンパク
研究を通して，わが国
の構造生物学研究は非
常に発展した．世界的
にも構造生物学はライ
フサイエンスのあらゆる
分野にとって欠くべから
ざるものになりつつあ
る．

6567

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

博士課程学生やポスド
クの若い研究者の研究
意欲をを増進させる制
度であり，是非推進して
頂きたい。

科学・技術立国を支え
る若手研究者養成に貢
献している制度である
ので，今後も積極的に
推進すべきである。

6568
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24177

大強度陽子
加速器研究
施設(J-
PARC)

このまま
推進す
べき

J-PARCは世界最高の
ビーム強度を目指して
います。それに伴い装
置の高度化が重要であ
り、Ｊ－ＰＡＲＣで使用さ
れる装置には世界最高
水準の科学技術が必要
とされます。そのため、
J-PARC計画をこのまま
推進することは、国内業
者の技術レベルを押し
上げ、維持し続けるた
めにも重要と考えます。
また、J-PARCで行われ
る基礎物理、環境問
題、材料科学などの研
究は、人類社会の永続
のため益々、重要度が
増してると考えます。 

J-PARCの中でハドロン
実験施設で行われる研
究は、発展途上にあり、
原子核や素粒子の研究
は宇宙の歴史を遡って
いく研究でもあります。
この途上で装置を製作
していくことはメーカにと
っては技術力を向上さ
せ、新たな技術革新に
導くものと考えます。ま
た、科学分野としては未
完成の分野であると同
時に人類未踏の領域に
到達できる可能性を持
つハドロン実験に科学
大国日本からの支援を
お願いいたします。

基礎研究では多様性と
その相互作用こそが発
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6569

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

展に不可欠な要素であ
る．一部の研究者に過
度に偏重した予算を供
給するのではなく，多様
な思考を客観的かつ公
正に発展させる視点か
ら，補助金を交付する
研究課題の選定を実施
していただきたい．多様
性を維持するには，現
状よりも大幅に研究課
題の採択率を上げるこ
と，審査員の多様性を
大幅に拡大することが
共に必要である．喫緊
の課題に予算配分する
ことは無論必要なことで
はあるが，基礎研究は
時間をかけて推進する
ものであるから，喫緊の
課題となるずっと前から
対応されているべきも
のであり，それ単体で
予算の重点配分を正当
化されるものではない．
すなわち，課題採択の
審査決定を担う審査員
の実情把握と先見性が
問われる問題である．

地球上の大きな環境変
動を生命が乗り越えて
来られたのは，十分に
多様性が確保されてき
たからである．生き残っ
た生命は，必ずしもそ
の時点で最も強かった
種ではない．弱肉強食
は近視眼的短期的生存
しか担保せず，進化論
に基づく多様性が中長
期的生存を担保してき
た．基礎研究も同様で
ある．その時点で最も
有力視される論理が最
後まで生き残るとは限
らない．多様な視点を
最大限に尊重し，これら
を常に議論の場を通し
て相互作用させることで
はじめて科学は前進す
る．これは生命の進化
に比べればはるかに短
い時間で進行するが，
一朝一夕で成るもので
はない． 

6570
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

ユビキタスタスネットワ
ーク社会を迎え、通信ト
ラフィックの需要は益々
増大しており、ネットワ
ークの高速化や大容量
化が強く求められてい
る中で、トラヒックを効率
よく基幹網に収容する
高速・低消費電力なエッ
ジノードと、デジタルコヒ
ーレント光送受信機の
開発は大きな課題とな
っている。デジタルコヒ
ーレント方式はこれまで
の光通信方式と異なっ
た新しい方式で、日本
が世界に先駆けて光送
受信機実装技術を確立
して、日本の技術をアピ
ールすると共に世界市
場獲得をすべきと考え
るものである。

超高速光エッジノード技
術の研究開発におい
て、高速化と消費電力
削減のための技術開発
を推進することにより、
社会に快適なサービス
を提供することが可能と
なる。また、デジタルコ
ヒーレント光送受信機
実装技術の研究開発に
おいては、産官学の技
術力を結集することによ
り、短期間にアルゴリズ
ムの検証およびLSIチッ
プ設計法の確立などの
コア技術の構築が図
れ、海外に対して優位
性を得ることができると
考える。

6571

大学・
公的
研究
機関
（独

20～
29歳

文部
科学

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す

修士課程に属していま
すが、科研費のおかげ
で独創的な研究をさせ
ていただいております。
修士課程の2年間は就

同上
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法・公
設試
等）

省 べき 職する人にとっても大変
有意義な期間なので存
続のほうよろしくお願い
します。

6572

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基盤研究BおよびC，若
手研究などは，萌芽的
な各研究者のアイデア
に基づく研究を支える
重要な施策である。

科学研究費補助金を申
請することそのものが，
若手研究者の勉強の場
となっている。著名研究
者が代表者を務める大
型プロジェクト以外に研
究機関の予算がつきに
くい現状で，各研究者
の研鑽を促す貴重な施
策である。

6573
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20005

周波数有効
利用に資す
る次世代宇
宙通信技術
の研究開発
（動的偏波・
周波数制御
による衛星通
信の大容量
化技術の研
究開発）

このまま
推進す
べき

通信のグローバル化の
推進と今後ＩＴ化を推し
進める後発国に対し、
我が国が技術先導力を
発揮すべきであり、衛
星通信の容量拡大とそ
れに付随して期待され
るコストダウンは極めて
重要なポイントである。  

アジアやアフリカや南米
などのブロードバンド未
整備地区、ヒマラヤやア
ンデスなど高山地区、
北極圏南極圏などの高
緯度地方、航空機や船
舶搭乗中など衛星通信
が唯一無二の通信イン
フラになる地域での衛
星通信ニーズは、今後
ますます増えてくる。  

6574

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24188

国際科学技
術共同研究
協力推進事
業

このまま
推進す
べき

地球規模課題対応国際
科学技術協力プログラ
ムについて、我が国が
世界をリードして構築し
てきた科学技術を国際
社会に還元する最善の
施策として、一層の予
算的・制度的拡充が強
く望まれる。ODAのより
一層の柔軟性が期待さ
れる。

現在の日本の国際的地
位・指導力を維持ある
いはさらに増進させるた
めには、日本の持つ最
大の長所である科学技
術のうち特に地球規模
課題に対応できる諸分
野の成果・手法を発展
途上の諸外国に最大限
拡散し活用する昼用が
ある。これにより発展途
上国の先端的研究機
関・研究職ポストを増や
し、日本や他の先進国
内で（予算的制約で）飽
和した優秀な研究人材
に具体的な活動の場を
与え、日本および世界
の科学技術のさらなる
発展を強く促すことがで
きる。

6575
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤

このまま
推進す
べき

印刷プロセスはデバイ
ス製造の革新的基盤技
術となる可能性があり、
従来にない情報端末等
の電子機器の実現やそ
れに伴う新たな市場創
出など大きな波及効果
が期待できる。電子産

国際競争力の回復が困
難な半導体産業に代わ
る新たな産業創出には
従来の微細化とは価値
軸が異なる技術開発が
必要である。環境適合
性に優れ、回路形成の
自由度を飛躍的に向上
させられる印刷プロセス
はその基盤技術となりう
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技術開発事
業

業の国際競争力向上に
必要な技術開発として
海外でも開発競争が加
速しており、積極的に推
進すべきである。

ることが期待でき、材
料、デバイス、機器メー
カー等が結集した統合
的な技術開発は国際競
争力向上、我が国の新
産業育成には欠かせな
い。

6576

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

日本の光通信、無線通
信にある強みを生かし
て、研究開発を推進す
べき。

新しい時代のネットワー
ク基盤は、知識社会へ
の変革に必要不可欠で
あり、将来日本がもの
作りから、知識作りの国
となって世界で相応の
ポジションを持つために
は必須の技術である。
欧州や米国でも巨額の
投資を国費で行ってお
り、推進の手をゆるめる
と欧米の後塵を拝すど
ころか、韓国にも抜かれ
ることになり、これを避
けなければいけない。 

6577

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

より質の高い研究、科
学技術の向上のため
に、推進すべきだと考え
る。

多くの視点を得ることは
研究にとって最も重要
な要素の一つであると
考える。そのための補
助は必要だと考える。

6578

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の感染
症及び熱帯医学研究活
動を支える重要な競争
的資金であり、予算規
模を拡充すべきである。 

我が国の感染症及び熱
帯医学研究分野に一段
と競争力を付与し得る
プログラムであるから。 

6579

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

経済
産業
省

27162

次世代高信
頼・省エネ型Ｉ
Ｔ基盤技術開
発・実証事業

推進す
べきでは
ない

すでにgoogle等民間企
業が主導して推し進め
ている分野の研究開発
自体に国家が関与する
必要はない。

民間企業が提供してい
るサービスがまだ問題
を抱えている状況だとし
ても、政府が資金を提
供し、また研究を主導し
ても解決するものでもな
い。クラウドコンピュー
ティングに対する市場
の需要は大きくなってき
ているため、民間企業
がそれらの問題を改善
していくインセンティブ
は十分にあると考えら
れるため、政府資金を
投入するべき分野とは
考えられない。

大学・
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6580

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

大学院博士課程修了後
に研究者を目指す者に
とって，キャリアパスの
一つであり，同制度の
充実は必要である。

将来，わが国を支える
研究者集団を継続的に
養成するために必要な
施策である。

6581

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ン成長戦略
実現支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

本プログラムの経済効
果は９千億円、また、雇
用創出は5.6万人が見
込まれ、極めて高い費
用対効果が期待でき
る。また、本プログラム
による地域活性化は多
方面にわたる相乗効果
が期待できる。

現状日本の景気低迷、
雇用不安等は若年層に
暗い影を落とし、明るい
未来が全く見えてこな
い。このような現状を打
破するためには即効性
のある政策も必要であ
るが、それ以上に数年
後の未来を見越した教
育・研究面への厚い投
資が必要であり、国民
の理解も得られ易いは
ずである。

6582

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27113
次世代軽水
炉等技術開
発費補助金

このまま
推進す
べき

次世代軽水炉は次の世
界標準たりえるきわめ
て重要な開発要素であ
り、官民一体で国策とし
て開発を進めていくの
が望ましい。

数十年先のリプレイス
需要を視野に入れ、着
実に進めて世界の主導
権を握り、基幹産業とな
るくらいこの分野を成長
させるのが望ましい姿
であると考える。

6583

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

 本プログラムは、人
文･社会科学から自然
科学のすべての分野に
わたる学術研究を推進
するために行われてお
り、日本の科学を支える
根幹をなすプログラム
であり、増額を推進する
べきである。 

 本プログラムは、人
文･社会科学から自然
科学のすべての分野に
わたる学術研究を推進
するために行われてお
り、日本の科学を支える
根幹をなすプログラム
である。 
 また、その採択基準
は、他のプログラムと比
較しても公平行われて
おり、実力に最も近い評
価がなされていると判
断できる。欧米諸国と比
較すると、さらなる増額
が望まれるところである
が、昨今の国の状態を
考慮するとこれまで通り
遂行するということでや
むを得ないかもしれな
い。ただし、これは一時
的な判断であり、長い
目でみれば、本プログ
ラムの増額を推進する
べきである。

現在大きな装置を持つ
施設でしかできないが、
小型化と普及を目指し

48



6584

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24117
重粒子線を
用いたがん
治療研究

このまま
推進す
べき

癌治療は現在の医学の
中でも最も重要な研究
の一つで、そのうち次世
代の主要な治療の一つ
と考えられ、間違いなく
推進すべきプロジェクト
である。重粒子の個性
を解明し最も適切な治
療がより多くの人々に
提供できる基盤を開発
すべきである。

た研究が望まれると思
う。放射線は従来の外
科、また今後期待され
る免疫治療などととも
に、３つの大きな癌治療
法のひとつである。その
なかでも重粒子はピン
ポイント的な治療にもむ
いていると思われ、複
雑な各種癌の治療に対
応できる方法の一つと
してぜひ確立して欲し
い。

6585

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24135

最先端研究
開発戦略的
強化費補助
金

このまま
推進す
べき

欧米先進諸国さらには
新興国がそろって科学
技術研究への投資を拡
大している今日，本施
策のより一層の規模拡
大は技術立国として生
きる我が国にとって喫
緊の要請であると考え
る．

若手研究者を育てる長
期的視点に立つ本施策
の意義は極めて大き
い．顕著に優秀な人材
を国内に引き留め，将
来にわたって我が国の
最先端科学技術の振興
に寄与する重要な施策
と考える．

6586
公益
法人

50～
59歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

我が国では地域におけ
る科学技術振興を推進
するため産学官連携に
注力してきました。しか
しながら、地域全体のイ
ノベーションの仕組みと
しての取組みに関する
経験が乏しいこと等もあ
って、多くは効果的な
“生きた”仕組みづくりに
至っていないと思われ
ます。我が国全体として
産学官連携に関する効
果的な“生きた”仕組み
を全国の主要地域に作
ることは、地域の活性
化ばかりではなく、我が
国の競争力の点からも
極めて重要と思いま
す。

日本の競争力低下が指
摘される中、アメリカで
はむしろ大学の基礎研
究の割合が増えている
との指摘もあります。我
が国の近年の研究開発
動向は大学を始め全て
の産学官セクターで基
礎研究から応用・開発
研究へとシフトが進んで
きました。しかし、大学
の研究者に実用化を期
待するよりは、大学本
来の強みを活かしたレ
ベルの高い基礎研究を
推進し、地域としてその
知を実用化まで持って
行く効果的な“生きた”
仕組みづくりが今後は
重要です。

6587

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の感染
症及び熱帯医学研究活
動を支える重要な競争
的資金であり、予算規
模を拡充すべきである。

感染症及び熱帯医学研
究をダイナミックに実施
するにおいて、熱帯地
に研究室を置き研究者
を常駐させることは重要
であるから。

6588
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド(JGN-X)構
築事業

このまま
推進す
べき

テクノロジー取込み、通
信技術維持にためにも
推進すべき

世界をリードできる取組
みが必要であり、取り残
されてはいけない。

既知のことではあるが、
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6589

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

いくつかの教育・研究機
関で取り組んでいる女
性研究者支援に関する
事業は、支援をうける女
性研究者達に大変肯定
的に受け止められてい
る。今後もより規模を広
げて、女性研究者が研
究活動をしていく上での
負担を少しでも取り除け
るよう、支援していただ
きたい。

日本において女性研究
者の数は男性研究者に
比べて非常に少ない。
性差において能力の差
があるとは考えにくく、
研究活動を継続するこ
とを支援する社会的環
境の未整備が原因であ
ることは明らかである。
教育・研究機関での環
境整備を整えることで
女性研究者の活躍でき
る可能性を広げ、それ
が大局的には日本の科
学技術振興に資すると
考える。

6590

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCの推進など、先
端加速器による基礎科
学を進めてほしい。特
にJ-PARC実験への予
算の重点配分、及びJ-
PARCとその関連施設
(高エネルギー加速器
研究機構等の関連施
設・機関)の施設面・人
的面の両面での拡充を
要望する。

この加速器は世界最高
の性能をもち、世界中
の研究者から待望され
ていたものである。この
計画を一層推進し、J-
PARCを中心に基礎研
究の拡充をすることで、
日本が当分野で世界を
確実にリードできる。さ
らに、日本がこれらの基
礎科学で世界最高水準
を維持することは、国民
の教育、文化レベルと
活力を高め、技術革新
や産業の創出につなが
り、長期的な日本の発
展に寄与する。

6591

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

東京大学薬学系研究科
においては、グローバ
ルCOEプログラムは博
士課程支援に必須の重
要な施策であり今後も
引き続き継続すべきだ
と考えます。

昨今の不況により、博
士課程終了後に就職が
難しい状況が続き、優
秀な学生が修士課程終
了後に企業へと就職す
ることが多くなってい
る。しかし、大学等での
研究は主に大学院生が
担っており、このまま博
士離れが進むと日本の
科学技術水準の低下を
招くと思われる。これを
回避するには、優秀な
学生が博士課程進学に
魅力を感じるような施策
を行うべきであり、少な
くとも学費等の支援は
すべきだと考える。

J-PARC計画は、大強
度陽子ビームから生成
される2次粒子ビームを
用いた科学研究分野で
世界をリードする計画で
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6592

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARC計画は、
SPring-8やRIBF、KEKB
高度化などとともに、先
端加速器による基礎科
学研究の根幹となるも
のである。特にJ-PARC
計画は、大強度K中間
子ビームの生成という
点で今後確実に世界を
リードしていく施設であ
る。大いに推進してほし
い。

あり、世界の研究者か
ら実現を待望されてい
たものである。特に大強
度K中間子ビームを用
いた原子核物理研究を
推進できる施設は現在
J-PARCが世界でほぼ
唯一となっており、この
計画を一層推進するこ
とで日本が今度とも当
分野で世界を確実にリ
ードすることができる。
日本が基礎科学におい
て世界最高水準を維持
することは、技術革新や
産業の創出、長期的な
日本の発展に非常に重
要である。また若手研
究者育成にとって、世
界最高の施設で研究を
行うことはきわめて有効
である。

6593

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

我が国の若手研究者育
成の根幹をなす重要な
制度である。過去に審
査に携わった経験か
ら、意欲的で優れた研
究構想を持っている若
手研究者が多いにもか
かわらず、予算の制約
から採択率が小さいの
でやむを得ず不採択と
なってしまう応募者が少
なからずいると感じてい
る。本予算要求を実現
することにより、我が国
の科学技術ひいては産
業を強化することに大き
く貢献すると確信してい
る。 

日本の科学技術の未来
を支えるのは若手研究
者であり、我が国の科
学技術の将来のため、
ひいては我が国産業の
将来のため、若手研究
者を元気づける施策が
不可欠である。 

6594

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

ぜひとも維持して欲し
い。

不況と就職難のため、
いまの学生は将来に大
きな不安を持っていま
す。大学院へいっても
研究職に付けないと考
える人が多いです。この
制度がなくなってしまう
とさらにその傾向に追
い討ちがかかり、日本
の科学の将来が危機に
陥りかねません。

今まで投資してきた資
産を有効活用すべきこ
とに異論はありません。

米国ＮＩＨは今後の方針
をロードマップとして公
開しています。その内容
にはこの施策と同じの
が含まれていたかと思

51



6595
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

生命体が機能するに
は、単なる物質としての
タンパク質ではなく、き
ちんと機能するタンパク
質がかぎとなります。そ
の鍵を詳しく調べられる
基盤を構築することは、
土台の作成として必須
なことと思えます。

ってます。米国がそうだ
から、日本もと言うこと
ではありませんが、そう
しなければ国益を失う
のは目に見えてます。 
医療、診断薬の開発、
販売にいちいち米国に
特許料を支払うより、自
国でまかなうほうが遥
かに効率的です。

6596
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20105
光空間通信
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

人工衛星による地球の
観測画像データは、資
源探査や国土管理等に
用いられ、国民の安心・
安全のために重要な情
報となっている。現状電
波により実用化されて
いるが、公的需要に応
じてリアルタイムに高精
細な観測情報を取得す
るためには、高精細な
画像データを高速な衛
星地上間通信によって
リアルタイムに情報転
送するこが必須である。
電波では実現不可能で
ある光による高速空間
通信技術の研究開発の
推進により、その基盤
技術確立を急ぐべきで
あると考える。

人口衛星による地球観
測において、高精細観
測情報をリアルタイムに
取得することは、国民の
安心・安全に資すること
が目的であり、公的需
要に対する研究開発は
国自らが実施する必要
があると考えられる。そ
のためには、国の主導
による関係研究機関と
の連携が必須である。

6597
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24168
国際宇宙ス
テーション計
画

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

HTVを是非有人化して
欲しいと考えます。 
宇宙ステーションの運
用・維持業務を可能な
範囲で細かく分割して、
中小企業にも開放して
貰いたいと考えます。

スペースシャトルの引
退が間近に迫っている
今こそ、HTVを有人化
する大義名分を得るこ
とが可能と考えます。ま
た、自前の有人宇宙船
を持つことは、再突入・
帰還技術、生命維持技
術等の獲得に繋がると
共に、国際的地位の向
上、国民の宇宙開発へ
の関心が高まるものと
考えます。 
宇宙ステーションの運
用・維持コストは莫大で
あり、他の宇宙開発予
算を圧迫する恐れがあ
るため、コストを削減す
るための方策として、業
務を細分化して中小企
業も参入しやすようにし
て欲しいと考えます。

途中から参加しました
が、５年目に入ってお
り、試供品がようやく安
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6598

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

地方分権と言われてお
りますが、その進行は
遅い。このため、産業の
グローバル化への対応
が特に地方では不十分
から不可能な段階へと
進んできている。このま
まですと地方、中央の
順に日本は沈んでいく。
これを防止するために
必要な事業。

定して作製することがで
きるようになり、複数の
企業へ提供を始めた段
階まできている。しか
し、まだまだマーケティ
ングの初期段階のため
事業化には時間と資金
が必要である。来年度
あるいは再来年度で予
算が打ち切られた場
合、今までの積み上げ
が社会還元という観点
からは“無”となる可能
性が高いく “もったいな
い”。

6599
その
他

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノート技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

地下資源のない日本で
は、科学技術の発展は
必要だと思います。光
通信産業、研究開発は
もっともっと予算をかけ
るべきであります。これ
からの日本の世界にま
すます発展に寄与でき
る分野だと思います。

これから日本は、教育
を見直すべきです。科
学技術などの分野で活
躍できる人材を育てるこ
とが、日本のため世界
のためだと思います。そ
れには今、もっとも成長
が見込め、世界に貢献
するためにもこの分野、
光通信をおろそかにし
てはいけないと思いま
す。次世代の若者たち
が、きっとこの分野で大
きく貢献することでしょ
う。予算を削ったりしま
すと、若者がこれから活
躍するフィールドがなく
なります。 
なので、今この事業は
推進すべきだと思いま
す。

6600
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進

このまま
推進す
べき

ぜひともこのまま推進
すべきである。もっと予
算をつけてもよいので
は？

アタカマ大型ミリ波サブ
ミリ波干渉計は、星形
成領域の観察によりそ
の解明が大いに期待で
きる干渉計であり、惑星
形成の謎を解明するに
あたって世界中の研究
者が注目している。この
まま推進させれば、日
本の天文学に新たな可
能性と新分野確立とい
う実績をもたらすに違い
ない。
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